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平成20年7月15日  

社会保障審議会障害者部会   

会長  潮谷 義子  様  

社会福祉法人  

目本身体障害者団体連合会   

会長  小川 柴一  

「障害者自立支援法」の抜本的見直しにかかる日身連の要望   

「障害者自立支援法」が施行されてからの間、制度を利用する上で様々な問題が生  

じ、このことに対し、国は特別対策、そして緊急措置を講じました。しかし、依然と  

して、利用者や施設関係者等は不安を抱え、深刻な課題として残されています。   

日本身体障害者団体連合会は、この現状を重く受け止め、障害者自立支援法の見直  

しにかかる検討委員会（松井逸朗委員長）を設置し、検討を重ねてまいりました。   

ついては、障害者が安心して生活できる環境体制を整備することが喫緊の課題であ  

り、「障害者自立支援法」が、障害者の自立を支え、格差のない、共生社会の実現と  

なるよう、下記の諸点について要望いたします。  

記   

障害者自立支援法に対する抜本的見直しの前提条件について  

・対等の契約原理を維持し、措置制度に逆戻りしないこと。  

・介護保険との統合を前提としないこと。  

・付帯決議については、予算確保を含め、速やかに対処すること。  

1．利用者負担の在り方について  

（1）利用者負担の月額負担上限額は、一般分についても軽減策を講じること。  

（2）入所施設の補足給付を2万5千円から最低4万5千円に引き上げること。  

（3）就労関係の施設や事業（就労移行支援事業、就労継続支援事業等）は、「働く」  

ことを目的としており、類似の機能を有する職業能力開発事業等の取扱いとの整  

合性から考えても、利用料は無料にすること。  

（4）障害福祉サービス、自立支援医療、補装具を複合利用する場合、別々の負担とせ  

ず、総合上限額制度を導入すること。   



2．事業者の経営基盤の強化について  

（1）従前の90％保障を100％にすること。  

（2）支払方法については、報酬額を人件費と他の事業費に分けた上、人件費相当分を  

月払い方式、その他の経費を日払い方式とすること。  

（3）小規模作業の法定事業への移行要件の緩和を講じる等、円滑な移行の実施を図る  

こと。また、法定化できない作業所に対して、施設運営ができるように新たな受  

け皿のあり方を構築するなど、救済的な措置を講じること。  

（4）自立訓練・就労移行支援における標準利用期間超過減算（基本単位数の95％を算  

定）は、利用者と施設経営の安定という観点からも廃止すること。  

3．障害者の範囲について   

発達障害者等を含め、障害者の範囲について抜本的に見直すこと。  

4．障害程度区分認定の見直しについて  

（1）地域間格差なく、必要な支援（サービス）が適切に利用できるよう、対象者及び  

畳の制限をしないこと。障害程度区分の認定項目については、介護認定基準を前  

提とせず、障害者の個々人の日常生活、社会生活上の制限に対応したものとする  

こと。  

（2）利用目的の視点からも、障害程度に応じた支援（サービス）するための区分とし  

て相応しい名称に変更（障害程度支援区分／仮称）していただきたい。  

※ これらの課題の解決のために、厚生労働省において、障害者団体、地方自治体、   

有識者等で構成された委員会を設置し、早急に検討されたい。  

5．サービス体系の在り方について  

（1）身体障害者を対象としたグループホーム・ケアホームを創設し、地域生活の基盤  

整備の一層の促進を図ること。  

（2）移動支援については、格差なく利用に困難が生じないよう、個別給付にする等の  

対策を講じること。  

6．相談支援の充実について  

（1）相談支援事業が充分に機能できるよう、ケアマネージャー制度の創設等を検討し  

ていただきたい。  

（2）相談支援事業体制のツールの一つとして、障害者相談員等の活用の促進を図って  

いただきたい。  

7．地域生活支援事業について  

（1）福祉サービス並びに利用者負担等の実態を調査し、地域間格差解消のため適正な  

対策を講じるとともに、事業の財政責任を明確にし、裁量的経費を義務的経費に  

すること。  
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（2）地域生活支援事業を円滑にすすめるために重要な地域サービスの基盤である障   

害者社会参加推進センターについては、大都市特例が廃止されたが、地域におい   

て障害者の社 会参加の促進等を図るためにも従前の体制に戻すこと。  

（3）コミュニケーション支援事業については、義務的経費とし原則無料とすること。  

8．就労の支援について  

（1）今国会に提出される障害者雇用促進法の改正案の法制化を図り、障害者雇用支援  

に対する積極的な政策を進めるとともに、就労できない重度障害者についても、  

きめの細かい対策を講じること。  

（2）就労移行支援、就労継続支援、地域活動支援センター事業の利用料については、  

無料とすること。少なくとも、就労控除（月収入24，000円）については、  

現行の低所得者層だけではなく、一般まで拡大すること。  

9．所得保障の在り方について   

障害者が地域で自立して生活するために、障害基礎年金額の増額や住宅手当の創   

設等、所得保障を早急に実施すること。  

以 上  
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平成20年7月15日  

厚生労働省ヒアリングレジュメ  

社会福祉法人日本盲人会連合  

会長 笹川 吉彦  

【自立支援関係】  

1．障害者自立支援法の改正に当たっては、障害程度区分及   

び、調査項目の見直し、サービス支給量の適正化、地域格   

差の是正など障害者がそれぞれの地域で安心して生活し、   

社会参加し、併せて社会貢献できる内容にしていただきた   

い。  

2．65歳以上になり介護保険に移行したときに障害者自立   

支援法で受けられていたサービスを引き続き受けられるこ   

とを保障していただきたい。  

3．入院中でも障害者自立支援法によるホームヘルパー制度   

が利用できるよう制度を改善していただきたい。  

4．視覚障害者移動支援を以下のとおり、改善していただき   

たい。   

①自己負担はその本質から見て撤廃していただきたい。   

②多＜の自治体において利用時間の上限を設けていること   

に鑑み、支給量の上限時間は撤廃していただきたい。   

③視覚障害者の安全を確保し、そのニーズに的確に応える   

ため、ガイドヘルパーの資質向上を図っていただきたい。   

④65歳を過ぎても通院介助においては、介護保険による   

のではなく、院内の様々な移動とその他の用務が同時に利   

用できるようにしていただきたい。   

⑤視覚障害者の職域拡大のため、自営や雇用に限らず、就   



労のために移動する際にも利用できるようにしていただき  

たい。  

⑥代読・代筆サービスが移動支援と一体で利用できるよう  

にしていただきたい。  

⑦移動支援事業は自立支援給付として位置づけていただき  

たい。  

5．福祉サービスにおける自己負担は撤廃していただきたい。   

仮に利用負担をもうける場合には、応能負担に戻すか、収   

入に応じた軽減策を講じていただきたい。  

なお、費用負担の軽減を求める際に、貯金通帳を提示す   

ることを廃止していただきたい。  

【その他】  

1．障害者の所得を補償するため、障害基礎年金を1級は、   

月10万円以上に、2級は、月8万円以上に引き上げてい   

ただきたい。  

2．盲人ホームがあはきの技術研修の場と同時に、生活・歩   

行・パソコン訓練など一般就労支援の場になるよう制度を   

改正していただきたい。  

3．後期高齢者医療制度において、65歳から74歳の障害   

者に対する差別的な取り扱いを廃止していただきたい。  

【雇用・就労】  

1．特別養護者人ホームやデイサービスやデイケア施設にお   

ける機能訓練指導員に、視覚障害者マッサージ師を積極的   

に雇用していただきたい。  

2．機能訓練指導員の範囲を国家資格所有者としていただき   

たい。   
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（社会保障審議会障害者部会（第35回）におけるヒアリング資料）  

障害者自立支援法の見直しについて  

財団法人全日本ろうあ連盟  

1．利用者負担は基本的に廃止、また施設利用のための利用者負担の軽減に向   
けた見直しが必要です。  

・利用者の置かれている状況に関わりなく一律に福祉サービス利用にかかる   

一定の負担を課すことは、主体的な自立をめざしていく上でも問題が大き   

い。利用者負担の軽減策が取られているが、分かりにくい仕組みになって   

いる。 負担感も重い。  

・給付事業にともなう負担の他にも食費などの施設（入所、通所）利用に関   

する本人負担もあり、利用を控えるため利用者定員割れの施設も少なくな  

い。   

こうしたことから   

①応益負担を撤廃すること   

②食費などの施設利用に関する本人負担を軽減すること  

2．安定した施設経営のための報酬単価の見直しが必要です。  

・日額による報酬単価は事務煩雑と合わせて施設の経営を圧迫している。   

①日額から月額へ分かりやすく事務煩雑さのない事業報酬体系へ見直しが必  

要である。  

3．ろう重複障害者の特性に配慮したグループホーム、ケアホームなどの社  

会資源が絶対的に不足しています。障害者自立支援法において、ろう重複   

障害者のための施策づくりが必要です。  

4．障害程度区分認定の見直しにおいては、聴覚障害者の障害特性が正確に反   

映されるよう認定基準を見直しするとともに、調査方法の検討が必要です。  

・現在の認定基準項目は、身体機能動作に着目したものが主になっている。  

・判定の際、調査員とのコミュニケーションがとれず、実態と合わない判定  

がなされることがある。   

こうしたことから、   

①認定基準項目に、聴覚障害の特性やコミュニケーションの困難等が十分   



に把握できるための調査項目を付加する必要がある。  

②ろう重複障害者の場合はコミュニケーションに充分時間をかけて調査す   

る必要がある。  

③調査に当っては手話通訳者やろうあ者相談員など、聴覚障害者と同じ言   

語・コミュニケーション手段を持ち、聴覚障害の特性、本人の生活実態   

や背景を把握できる者を同行すること。  

5．地域生活支援事業における相談支援事業については、聴覚障害者と同じ言   

語・コミュニケーション手段を持ち、聴覚障害の特性、生活実態、社会的背   

景等を理解している者を設置して専門的に相談支援できる体制を確立するこ   

とが必要です。  

・相談支援事業を実施する窓口において手話によるコミュニケーションが保   

障される制度がない。筆談では十分に意見交換できない者が少なくない。  

・聴覚障害者を専門に相談対応・支援する者を市町村単独で設置することは、   

市町村ごとの聴覚障害者数、相談員配置の財政的な面から現実的には困難  

である。   

こうしたことから   

①相談支援事業においては、聴覚障害者と充分なコミュニケーションがと  

れ、聴覚障害特性に関し専門的な知識を有する者を都道府県事業として  

配置すること。  

6．地域生活支援事業におけるコミュニケーション支援事業の充実に向けて見   
直しが必要です。  

・利用者負担を課す地域が少数ではあるが散在している。  

・手話通訳派遣事業の実施は広がっているが、手話通訳設置に進展が見ら   

れない。設置しているところも嘱託・臨時職員が多い。  

・コミュニケーション支援事業実施要綱に記載されている運営委員会、調   

整者の設置が不十分である。  

・都道府県レベルの手話通訳者派遣事業が後退し、市町村外、都道府県外  

のニーズ対応が難しくなっている。  

・手話通訳者の資格要件、派遣条件、謝礼費・交通費の基準等が、市町村   

でまちまちな状態が改善されておらず、格差解消につながっていない。  

・手話奉仕員養成、手話通訳者養成が必須事業と位置づけられていないた  

め、事業を廃止したところが出ている。  

・厚生労働省「基本方針」にあらゆる福祉サービス利用の前提としてコミ   



ユニケーーション支援の役割がしめされず、障害者計画作成において重要   

視されていない。コミュニケーション支援の数値目標（通訳者養成、設   

置数等）が出されていない。  

・コミュニケーション支援事業は必須事業なので、手話通訳者派遣に限定   

した少ない予算確保に留まる事例が見られる。  

こうしたことから   

（ヨ コミュニケーション支援事業に利用者負担を求めないことを明記する  

こと。   

②手話通訳者設置と手話通訳派遣の事業を一体的に実施すること。特に、  

聴覚障害者が地域で安心して暮らすことができる地域社会をめざし、  

手話通訳設置（手話通訳できる職員の配置）を義務づけること。聴覚  

障害者に対する専門的な相談支援とも連携し、地域社会での聴覚障害  

者の生活を支援し、福祉サービスの提供基盤の整備を図る事業のあり  

方へ見直しが必要である。   

③市町村外、都道府県外の広域対応として、手話通訳者派遣事業を都道  

府県の必須事業として実施すること。   

④手話奉仕員養成事業を市町村で、手話通訳者養成事業を都道府県で実  

施することを必須事業とすること。   

⑤第二期障害者計画作成にあたって、コミュニケーション支援の役割を  

明記し数値目標を出すこと。  

7．コミュニケーション支援事業をはじめ地域生活支援事業には、障害者の基   
本的人権の保障に直接関わる事業が多くあり、安定した事業運営が不可欠で   

あるところから合補助金制度のあり方を見直して下さい。   
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平成20年7月15日  

社会保障審議会障害者部会  

部会長 潮谷 義子 様  
社団法人全国告髄損傷者連合会  

副理事長大濱眞  

障害者自立支援法の見直しに関する見鮨  

1．地域間格差の是正のために  

あるため負債の多い小規模市町村では、25％の負担でも財政的に厳しい現状、基金等  

別途の会計で必要なルールに則った負担の在り方も検討する必要がある。  

2．利用者負担について  

（1）自立支援法のサービスを複合的に利用した場合、それぞれ負担がある力†、利用者  

負担の上限額は一般分を限度額とすること。（特に、補装具給付の場合に、一般上  

限（37200円）の障害者にとって負担が大きすぎる。）  

（2）一般上限の月額Iこついての軽減措置が必要。  

3．付帯決議にある、所得保障の在り方  

障害基礎年金の増額が必要。  

4．障害の範囲について  

難病等も含め、見直しが必要。  

5．地域生活支援事業について  

移動支援等、一部を個別給付にすること  

6．グループホ・－ム・ケアホームについて  

身体障害者の場合、その障害の程度によってグループホーム・ケアホームが現行の人員  

配置では無理であることを考慮し、安易に地域移行の一手段として位置づけることがな  

いように。  

7．国庫負担基準の区分間合算の継続を（別途資料参照）  



平成20年7月15日  

社会保障審議会障害者部会  

部芸長 潮谷 義子 様  
社団法人全国苔髄損傷者連合会  

副理事長大演眞  

重度障害者の地域生活を支援できるサービスヘ   

1．重度頸髄損傷者の×さん  

×さんは、もともとB県B市（人口10万人）に在住。3年前、高校の柔道部の練習中に脊  

髄を損傷（※1）。B市内の病院に搬送され、C県の毒損センター、D県の労災病院へと転院  

し、頸髄損傷の専門的な治療とリハビリテーションを受ける。   

×さんは、頸髄（Cl）を損傷したため、菖から下が動かなくなって常時介護を必要とする  

状態となった。また、自発呼吸が困難であったため一時的に気管を切開し、現在も人工呼吸器  

を利用している。  

（※1）脊髄損傷  

脊椎の中を通る中枢神経である苔髄が損傷することによって生じる運動機能障害・感覚機能障害  

のこと。首に近い部位を損傷するほど麻痺も重度になる。頸髄を損傷した場合は特に頸髄損傷と  

呼／Sヾ。現在、日本には約10万人の脊髄損傷者が暮らしていて、毎年5000人が新たに脊髄を損  

傷する。受傷原因は「交通事故」が最多。   

2．家族介護＋ホームヘルプで24時間介護が必要  

受傷から3年で労災病院を退院することになり、在宅生活への準備を開始した。特に×さん  

は24時間介護を必要とする状態であり、さらに人工呼吸器の管理なども必要となる。これら  

をすべて家族介護で賄うと大きな負担となってしまうため、障害者自立支援法に基づく重度訪  

問介護（連続長時間型のホームヘルプサービス）を利用することを考えていた。   

3．B市には適切なサービス事業所がない   

wamnetによると、B市内に所在する重度訪問介護の指定事業所は10軒、B市をサービ  

ス提供地土或としている市外の事業所は5軒。ただし、このうら深夜派遣にも対応できる事業所  

は2軒。そこで15軒の事業所にサービス利用を申し込んだものの、すべての事業所から断ら  

れてしまった。  

●この15軒の事業所は、いずれも介護保険の訪問介護事業所が併設する事業所であり、  

短時間・高単価のサービスを前提に人員体制を組んでいるため、連続長時間・低単価の  

重度訪問介護に対応できない。  

●さらに、人工呼吸器を利用する等、×さんの介護にはかなり高度な介護技術を要するた  

め、事業所が敬遠してしまう。  

⇒ 重度訪問介護の報酬が低単価で基盤整備が出来ない。   



4．B市が必要なサービス時間数を支給決定できない   

また、事業所探しと並行して、B市役所に重度訪問介護の支給を申請した。×さんの場合、  
日中は家族介護が不可能であるため、1日12時間の支給量を申請した。   
自立支援法は、障害者が自立した日常生活を営むのに必要な給付を行うことを市町村に求め  
ている（第2条第1項第1号）が、B市役所は1日6時間の重度訪問介護しか支給決定しなか  
った。B市はホームヘルプ給付費が国庫負担基準を超過しているわけではないが、25％分の  
財政負担が圧し掛かってしまう。このため、1日24時間の介護が必要な重度障害者であって  
も、国庫負担基準額29万5900円が事実上の支給上限に転化してしまっている。  

国庫負担基準額29万5900円÷幸闘州単価1665円÷31日 ≒ 5．73時間／日  

⇒ 国庫負担金が上限。  

5．やむなく東京へ   

このように、B市では①サービス提供基盤と②支給決定時間数の両方の問題が解決できなか  
った。これに加えて、×さんは大学進学を希望している。よって、近い将来の進学を考慮する  
と、大学が所在する東京もしくは京都への退院しか選択肢がなくなってしまった。このうら、  
京都でも①サービス提供基盤の問題で、サービス提供を引き受けてくれる事業所が見つからな  
かった。よって、東京へ退院することになった。   

まず、労災病院から東京都D市のE病院へ転院し、在宅移行後のヘルパー派遣をD市内のヘ  
ルパー事業所Fに依頼し、E病院の医療スタッフの指導で事業所Fのヘルパーに呼吸器管理や  
介護技術を研修し、D市内への地域移行の準備を進めた。  

⇒ 本来住んでいた地域から他の地域に移住した際は、本来地域の都道府県・市町村  

が何らかの負担をすべきである。  

6．ひとり暮らしを支えるサービス量  

現在、×さんは、ホームヘルプ（重度訪問介護）を利用しながら、母親と2人で東京都D市  
のアパートで暮らし、父親は×さんの弟たらと一緒に実家に残った。   
しかし、母親が脊椎ヘルニアを惹い、父親が実家を離れて単身赴任することになったことか  
ら、母親はB市の実家に戻り、×さんはD市でひとり暮らしせざるを得ない状況となった。し  
かし、現在D市役所が支給決定しているヘルパー支給時間数（1日17時間）では×さんの生  
活を支えきれないことから、支給時間数の変更をD市役所と協議中。協議の際、D市役所から  
2度とこのような人をD市に移住するよなアドバイスはしないで下さいと言われる。  

⇒ 国庫負担金が上限を超過した場合、市町村単独予算となりその負担は、市町村財  

政を逼迫させる要因となる。  

⇒ （重度）障害者は「（憲法22条に言う）居住の選択の自由」がない、公然と差別  
される起因となるため、これは国の問題である。（市町村単独上乗せ部分は全額国  
が負担すべき。）   



平成20年6月30日  
社会保障審議会障害者部会  

部会長 潮谷 義子 様  
社団法人全国苔髄損傷者連 

副理事長 大濱 眞  

地域生活を支えるための事業体系について   

1．支給決定を受けてもサービスが利用できない  

●重度訪問介護の介護報酬（≒1665円／h）が安すぎて、  
・利用者が、支給決定を受けてもサービスを利用できない  

・事業者の経営が逼迫していて、事業を維持できない  
などの問題が生じている。  

⇒介護報酬を介護保険の生活援肋なみに引き上げることが必要。   

2．必要な量のホームヘルプサービスが正しく支給決定されない  

●厚生労働省が再三にわたって自治体に注意喚起をしているにもかかわら  

ず、財政的な制約から、必要な量のホームヘルプサービスが正しく支給  

決定されていない。  

⇒25％分が負担できない市町村を念頭に置いて、居住地特例や財政調  

整など、費用負担の仕組みを工夫する必要がある。  

⇒国庫負担基準を超過する市町村を念頭に置いて、国庫負担基準額の  

引き上げ、もしくは給付費全額を国庫負担の対象とする必要がある。   

3．ケアホームの対象範囲の拡大について  

●小規模なケアホームで対応可能な全身性障害者は、  
常時マンツーマンの介護を必要としない軽度者に限られる。   

●にもかかわらず、ケアホームの対象範囲を身体障害者にも拡大すれば、   

1日6．0時間以上のホームヘルプを必要とする身体障害者は  
ケアホーム＋日中活動系サービスしか支給決定されなくなってしまう。  

⇒ケアホームの対象範囲の拡大には慎重な検討が不可欠。  

⇒仮に身体障害者へ対象範囲を拡大するのであれば、  
障害程度区分1～3に限定するといった制度的な措置が不可欠。  

⇒ケアホーム等への入居を強要されることなく  

地域生活に必要なサービスが受けられることを明示する必要がある。  
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障害者自立支援法  

（市町村等の責務）  

第2条 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、この法律の実施に閲し、次  

に掲げる責務を有する。  
一 障害考が自ら選択した場所に居住し、又は障害者若しくは障害  
児（以下「障害者等」という。）がその有する能力及び適性に応じ、  
自立した日常生活又は社会生活を営むことができ争よう、当該市  
町村の区域における障害者等の生活の実態を把握した上で、公共  
職業安定所その他の職業リハビリテーション（障害者の雇用の促  

進等に関する法律（昭和三十五年法律第百二十≡号）第二条第七  

号に規定する職業リハビリテーションをいう。第四十二条第一項  

において同じ。）の措置を実施する機関、教育機関その他の関係  
な自立支  寸及び地域生  機関との緊密な連携を図りつつ、必  

活支援事業皇総合的かつ計画的に行うこと。  

二 障害者等の福祉に閲し、必要な情報の提供を行い、並びに相談  
に応じ、必要な調査及び指導を行い、並びにこれらに付随する業  

務を行うこと。  
三 意思疎通について支援が必要な障害者等が障害福祉サービスを  

円滑に利用することができるよう必要な便宜を供与すること、障  

害者等に対する虐待の防止及びその早期発見のために関係機関と  

連絡調整を行うことその他障害者等の権利の擁護のために必要な  

援助を行うこと。  
2 都道府県は、この法律の実施に閲し、次に掲げる責務を有する。  
一 市町村が行う自立支援給付及び地域生活支援事業が適正かつ  

円滑に行われるよう、市町村に対する必要な助言、情報の提供そ  
の他の援助を行うこと。   

市町村と連携を図りつつ、必要な自立支援医療費の支給及び地  

域生活支援事業を総合的に行うこと。   

障害者等に関する相談及び指導のうち、専門的な知識及び技術  

を必要とするものを行うこと。  

四 市町村と協力して障害者等の権利の擁護のために必要な援助  

を行うとともに、市町村が行う障害者等の権利の擁護のために必  

要な援助が適正かつ円滑に行われるよう、市町村に対する必要な  

助言、情報の提供その他の援助を行うこと。  
3 国は、市町村及び都道府県が行う自立支援給付、地域生活支援事業そ   
の他この法律に基づく業務が適正かつ円滑に行われるよう、市町村及び   

都道府県に対する必要な助言、情報の提供その他の援助を行わなければ   

ならない。  
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1．支給決定されてもサービスが利用できず  
（彰重度訪問介護とは  

身性重度障害者に対して連続長時間のホームヘルプを提供するサービス類型。   
⇒個々の障害者の障害特性に応じた高度な介護技術が必要。   
⇒ゆえに、障害者1人1人の介護内容に慣れたベテランヘルパーが不可欠。  
時間である代わりに、短時間型のホームヘルプサービスに比べて低単価。  

障害程度区分6の重度訪問介護対象者であっても、   

家族同居などの場合  

⇒短時間型のホームヘルプサービスをピンポイントで利用する  
【例】入浴の身体介護、トイレの身体介護、など   

射撃身独居の場合や、日中に同居家族が仕事に出かけている場合  
⇒長時間滞在型のホームヘルプサービスである重度訪問介護を利用する  
【例】同居家族が仕事に出かけている平日の8時～19時について、  
連続11時間の重度訪問介護を利用する、など  

②利用者の事例  

闘生マヒ、障害程度区分4、30万人都市に在住  
体介護60時間／月、家事援助30時間／月、   
重度訪問介護200時間／月の支給決定を受ける   

⇒身体介護の支給時間数はサービスを利用できている   

⇒しかし、重度訪問介護では派遣体制を組めないため、  
市内のサービス事業者では引き受けられず、  
（1カ月間で）たった4時間しか利用できない  

LS患者、障害程度区分6、都内在住  
度訪問介護の支給決定を受ける   

⇒しかし、サービス提供地土或内のヘルパー事業所80カ所に  
派遣を申し込んだものの、すべて断られてしまった。  
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③事業所と市町村の事例  

帝人工呼吸器を利用する難病患者の親が中心になって運営。  
螢最重度の難病患者を積極的に支援。障害児や養護学校卒業生などの利用者が多い。   
呼吸器利用者などの困難な障害者の支援を市役所から依頼されて引き受ける例も。   
⇒非常に高度な介護技術を要するが、長時間で低単価な重度訪問介護の利用者が  
集中しているので、サービス提供しているので、20％を超える赤字になっている。  

◎D市では、自立支援法の施行前は、特別養護老人ホームのヘルパー部門などが   
バイオニアとなって支援費制度のホームヘルプサービスが提供されていた。しかし、   
・介護保険事業の収支が悪化、   
・介護職離れによる介護事業全体が人材不足、   
・自立支援法のホームヘルプサービスの介護幸関州が介護保険に比べて低い、   
などの理由から、介護保険事業所が本来事業（持責・適所・訪問介護）を優先し、   
自立支援法に基づくホームヘルプサービスを停止せざるを得なくなる。  
⑳市内の重度訪問介護の利用者7名全員はNPO法人のヘルパー事業所が引き受けている。   
しかし、1カ所の事業所だけで対応していて、その事業所も人員不足なので、   
必要な時間帯になかなか派遣してもらえない。  

【まとめ】必要なサービスが受けられるように  

ホームヘルプサービスの1時間あたりの介護報酬  

十 十  ★ 袋  子芳 茄  滋 戸々ち＝、 臓  家  冠 麿  混  灘 減  
渥  肇  ・霊i  鋸 ∴  4000円／h   4020円／h   

－8  

を  
膏ミ・芸  
爾  

2080円／h  
（日中1時間）  

1665円／h   ※いずれも丙地における日中単価。  

（日中8時間）   ※介護保険は、特定事業所加昇を含まない。  
※重度訪問介護は、区分6の報酬（7．5％加算）  



2．必要なサービス量が支給されない  
①自立支援法における支給決定の理念  

市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、この法律の実施に閲し、次に掲げる責務を肯する。   
一  暑が自ら選択した場所に居住し、又は障害者若しくは障害児…・がその脅する  

能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、  

・…必要な自立支援給付及び地域生活支援事業皇総合的かつ計画的に行うこと。  

訪問サービスに係る支給決定事務について、‥‥   

②支給決定基準の設定に当たっては、国庫負担基準が個々の利用者に対する支給量の  
上限となるものではないことに留意すること   

③支給決定に当たってlよ 申請のあった障害者等について、障害程度区分のみならず、  
すべての勘案事項に関する一人ひとりの畢埼を踏まえて適切に行うこと  

に また、特に日常生活支障が生じる恐れがある場合には、…・例えば、個別給付であれば、  

いわゆる「非定型ケース」…・として、個別に市町村審査会の意見を聴取する等により、  
障害者及び障害児がその有する能力及び適性に応じ、地域において自立した日常生活を  
営むことができるよう適切な支給量を定めていただきたい。  

43万6000円   

入所施設より安  

上がりになる支  

給量であれlま、  
必要な時間数が  

正しく支給決定  

されている  

※人工呼吸器利用者で  

あるにもかかわらず6  
時間しか支給されない  
ので、地域で生活でき  

ず、やむなく東京へ。  

長時間の介護が  

必要な場合は  

正しく支給決定  

されない  

※役場も24時間介護  

の必要性を理解してい  

るものの、財政的な理  
由から、12時間の支  
給決定が限界と役場か  

ら言われている。  

「障害福祉サービス利用の実態把握調査」（16年10月）によると、1日17時間以上の利用者はホームヘルプ全体の0．9％  5   



④ホームヘルプの「国庫負担基準」  

ヘルパー給付費のうら   

国庫負担基準を   

超過した部分は   

市町村が全額負担  

－‥－t   
＿＿ ＿＿ ＿．．．＿ ＿ ■  

※国庫負担基準  

市町村がその基準を超えて  

ホームヘルプサービスを給付  

すると、そのオーバー分は  
国と都道府県から負担金が  

受けられなくなるライン  

給付費＞国庫負担基準  

の市町村  

給付費＜国庫負担基準  

の市町村  

⑨国庫負担基準による財政的な制約  

窒浄市内に旧国立病院の筋ジストロフィー専門病棟（※）が所在。  
移その病院からの退院者を中心に、地域移行が活発。三・  

6
 
 
 

※全国的に筋ジス   

トロフィー専門   

病棟は山間部等   

小規模市町村に   

所在している。  

容緊急時に備え、病院の近隣への移行ニーズが強い。  

解このためL市に過大な財政負担。  国庫負担基準  

ホームヘルプの給付総額 ※平成18年度下半期（平成18年10月～平成19年2月）  



⑥利用者負担の軽減の影響  

予算総枠をコントロールするうえで   

最も安易で最も確実な方法は   

「国庫負担基準の引き下げ」  

国庫負担基準を超える  

長時間のホームヘルプを必要とする  

重度障害者に対する支給抑制へ転化  

適切なサービス量が  

支給決定されなくなると  

重度障害者が地域で暮らせなくなる  

【まとめ】きちんと支給決定できるように  

25％分を負担できない市町村を念頭に置いた対応  

【例】居住地特例の範囲を拡大し、施設から地域移行した障害者にも適用  
※居住地特例＝入所前の居住地の市町村が費用負担  

【例】調整交付金を創設して、広域的に財政調整  

国庫負担基準を超過する市町村を念頭に置いた対応  

「利用者負担の軽減」の方針を堅持していただきつつも、  
それが「重度障害者への雛寄せ」に結びついてしまわないように、   
サービス利用の増加を織り込んだ予算の増額  

国庫負担基準額の大幅な引き上げ   

または国庫負担基準の撤廃（給付費全額を国庫負担の対象とする）  

などの措置が不可欠。  
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 3．ケアホームの対象範囲の拡大について  

見行制度で重度訪問介護を  

垂続長時間利用するような  

亘度全身性障害者（区分6）が  

10人入居するケアホームだと、  
党行の最低基準と幸闘州による  

人員配置に対して・・・  

24時  9時  17時   

介護者1人目  
2人目  
3人目  

←日中活動系サービス→  

⑳1人が排尿介護を訴え、  

⑳1人が排便介護を訴え、  
⑳1人のパルスオキシメーターの   
ブザーが鳴っていて、疲の吸引が必要で、  
⑳1人の人工呼吸器のブザーが鳴っていて、  
尊1人が胃癌の逆流・誤怖の防止で見守りが必要で、  

⑳1人が体温調節ができないので上着が必要と訴え、  

司時に  

という事態が  

日常茶飯事  

⇒常時1～3人の   
介護者体制では   

対応しれきれない  

現行の人員配置や報酬で、同時に介護の必要  
が発生するリスクをカバーするには数十人  

規模でスケールメリットを利かせるしかない。   
⇒しかし、それでは  
入所施設と変わらなくなってしまう  

重度全身性障害者をケアホームの利用対  

象にするためには、かなり手厚い人員配  
置でマンツーマンの対応が必要になる   

⇒ならばホームヘルプサービスに  

比べて財政的に安上がりにならない  

態よって、小規模なケアホームで対応可能な全身性障害者は、   
常時マンツーマンの介護を必要としない軽度者に限られる。   
【例】地域生活支援事業実施要綱では、福祉ホーム事業の対象範囲は  
身体障害者も対象だが「常時の介護、医療を必要とする状態にある者を除く」  

螢にもかかわらず、安易にケアホームの対象範周を身体障害者にも拡大すれば、   
ケアホーム（最高で約17万円／月）と日中活動（08年2月で平均11．5万円）の   
給付費を超えるホームヘルプサービスが必要な身体障害者（約6．0時間／日）は、   
市町村レベルではケアホーム＋日中活動系サービスしか支給決定されなくなってしまう。   
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政策に関わる意見書   

障害者自立支援法（以下、自立支援法）に関する基本的事項について、また昨年1  

2月に与党障害者自立支援プロジェクトチームが出した「障害者自立支援法の抜本  

的見直し」と題する報告書に対する、日本障害者協議会（以下、JD）の意見を申し上  

げます。   

自立支援法が施行されて2年3カ月余になりますが、障害当事者や家族の不安と  

不満は一向に払拭されません。真の意味での「抜本的見直し」が図られなければなら  

ず、そのためには「法の枠内論議」に留まらない、それを超えた論議が必要かと考え  

ます。  

Ⅰ基本的な考え方  

1、見直し論議に際しての留意点  

「見直し論議」にあたり、少なくとも次の諸点について留意すべきだと考えます。第  

一点目は、厚労省として自立支援法の施行後の検証を徹底して行なうことです。とく  

に、利用者への影響、事業者への影響を正確に把握することです。第二点目は、自  

立支援法の施行後に採択され発効となった、障害者権利条約の内容を意識するとい  

うことです。近い将来、わが国においても批准が想定されますが、同条約と自立支援  

法の整合性をとっておく必要があります（残念ながら、重要な点で幽齢があるように思  

います）。第三に、自立支援法成立時の衆院附帯決議を想起することです。これには  

極めて重要な課題が明示されています。これらの課題は、施行後の推移をみて検討  

や具体化が図られるものと思われますが、厚労省による「見直し」にあたっても尊重さ  

れるべきです。   

2、障害関連予算の見積もりのやり直しを   

わが国の障害関連予算は、OECD諸国の中でも極めて低い位置に留まっていま  

す。2003年の国立社会保障・人口問題研究所資料によると、日本の障害者施策にか  

けられている支出は、スウェーデンの約12％、アメリカの53．7％でしかありません。   

インクルーシブ社会、すなわち障害者の自立と社会参加を完全に実現していくには、  

障害関連予算の見積もりを根本的にやり直す必要があります。   

3、抜本的な見直しとは   

与党プロジェクトチーム報告書では「介護保険との統合を前提とせず、障害者施策  

としての在るべき仕組みを考察」と述べており、その点については高く評価し、この基  

本的な考え方で、これからの障害者施策を推し進めてほしいと思います。   

その基本的な考え方に立ち、JDはまず応益負担を廃止し、負担のあり方を応能的  

なものに改めるべきであると考えます。生涯にわたって財のストックが可能である－  
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般高齢者と、そうではなく、しかも所得保障が全く不十分な障害者とは、負担のあり方  

を論じるときに、決して同列化できるものではありません（もっとも、高齢者の中の低  

所得者層については障害者との共通点が少なくない）。   

また、制度の谷間に置かれている障害のある人をなくすために、高次脳機能障害  

やてんかん、難病をはじめとするあらゆる障害を包括する総合的な障害者福祉法の  

立法化が急がれます。   

さらに、障害のある人の個人としての尊厳が尊重されるよう、民法の扶養義務範囲  

を見直し、成人した障害のある人が親や兄弟から扶養を受けることなく、地域社会の  

中で生き生きと暮らせるようにしていくことが重要です。   

障害者雇用政策においては、障害のある人の可能性を最大限発揮できるような環  

境を作り出すための支援策が求められます。就労支援策は、福祉施策がメインとなる  

のではなく（「福祉的就労施策」であっても）、労働政策として対応すべきです。もちろ  

ん、福祉施策や医療施策との関係は重要になりますが、あくまでも労働施策が主柱と  

なり、その上でそれらとの連携が図られなければなりません。   

所得保障も極めて重要な課題です。障害基礎年金額が生活保護基準以下に放置  

されていること自体、由々しき問題です。また、無年金障害者問題についても早急な  

解決が求められます。   

ここで注意を喚起したいのは、仮に年金嶺の水準に改善が加えられたとしても、そ  

のことを理由に応益負担制度が正当化されてはならないということです。障害を理由  

とした不利益や不平等は社会的（公的）に補填されるべきで、個人又はその家族に帰  

属する問題ではないと考えます。こうした考え方を大前提に、一旦はいわゆる応能負  

担制度に戻すべきです。   

また、利用料の算定にあたって、資産調査が法定事項となっていますが、障害当  

事者から「プライバシーの侵害では」との声が出され、資産調査に応じないことで最高  

基準の利用料を課せられている人も少なくありません。本質的な問題を有する資産  

調査規定については、撤廃すべきです。  

Ⅱ 見直しの方向性   

以下報告書に沿った形で各論を述べさせていただきます。   

1）利用者負担の在り方  

「特別対策」や「緊急措置」などを通し、通所事業部門を中心に利用料の軽減策が  

図られてきました。しかし、なかには減免措置を自治体に申し出ざるを得ない人たち  

も出始め、負担感の重軽については一様には論じられません。   

一定の軽減策がとられ、応能的要素が強くなったとしても、肝心の法律には応益負  

担の考え方が厳然と明記されています。自立支援法から応益負担的な考え方を消去  

することこそが、本来の意味での「抜本的見直し」に値するものと思います。  
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2）事業者の経営基盤の強化   

事業者はますます不安定な経営を強いられ、利用者に対するサービスは低下の一  

途を辿っています。さらに福祉事業従事者の所得は、一般労働者と比べて極めて低  
い水準にあります。そのため、障害関係のみならず、社会福祉の現場から次々と人  

材が去っていく現実があります。   

報告書にもある通り、一刻も早く、特別対策が図られ、福祉従事者の給与所得の  

改善と、経営基盤の安定と弓負化が図られるための、事業者への補助金のあり方の見  
直しなどの方策が求められます。   

3）障害者の範囲   

与党の報告書においては、「発達障害者を始めとする『障害者の範囲』については、  
引き続き検討」と述べていますが、制度の谷間にある障害のある人は、深刻かつ不  

利益な状況におかれています。「引き続き検討」というのは余りに曖昧であり、早急な  

具体化が図られなければなりません。   

前述した通り、JDは総合的な障害者福祉法の実現によって、この課題が具体化す  

るものと考えます。同時に、問題の深刻さからみて、現行の法制下にあっても制度の  

谷間を埋める柔軟な運用が求められます。   

なお、谷間の障害の問題を解消していくこととも関わって、サービスの受給と「障害  

者手帳」を切り離して考えるべきです。つまり、手帳の有無に関わらず支援サービス  
を受給できるようにしていく必要があります。   

4）障害程度区分認定の見直し   

障害のある人に対する介護は単なるADL介護ではなく、見守りから社会参加支援  

までを含む多様性に富んだ支援です。障害のある人自身の生活に対する希望に沿っ  

て行われることが基本です。   

障害程度区分は、本来支給決定時の勘案事項の一つで、国は本人の意向や環境  

を重視するので個別ニーズを尊重できると説明していますが、多くの市町村では国か  
らの負担基準額に沿った形で支給決定がなされています。   

こうした基本問題がまず解決されることが喫緊に求められます。調査それ自体は必  

要なことですが、上記の問題をクリアせず、やみくもに調査を実施することについては  
賛成できません。   

5）サービス体系の在り方   

障害のある子どもに対する諸サービスは、障害のない子どもと制度的な差別が生  

じないように行なわれるべきであると考えます（主に費用負担の問題）。  
JDの基本的な立場は、自立支援法は根底から見直されていく必要があるとするも  

ので、これに代わってあらゆる障害を包括するサービス体系をつくり上げていくことで、  
総合的な障害者福祉法を実現することが重要であると認識します。   

虐待防止の法制化はもちろんのこと、障害を理由にしたあらゆる差別を禁止する  
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障害者差別禁止法についても、一刻も早い制定が求められます。   

6）相談支援の充実   

相談事業の強化を図り、それを担う人材の確保が図られなければなりません。的  

確にニーズを把握し、支援につなげ、地域生活を確実に支えることができるソーシャ  

ルワーカーの育成とその身分保障が必要です。また、当事者主体という視点に立ち、  

ワーカーとともに活動するピア・カウンセラーの育成、当事者団体への支援も重要で  

す。   

当事者とワーカー、それに地域住民が共に力を発揮し合い、信頼の厚い自立支援  

協議会としていかなければなりません。  

7）地域生活支援事業   

地域生活支援事業は、地域の特性に応じて柔軟にサービスが展開できることが利  

点であるとされてきました。しかし、予算面での裏付けが極めて不十分であり、この点  

と相関しながら自治体間の格差が顕在化しています。事業全体の個別給付への移行  

を含めて抜本的な見直しが求められます（とくに、移動介護やコミュニケーション事業  

などについては個別給付事業の方向で早急な対応を）。   

8）就労の支援   

一般就労を推進する方策をより強化すべきです。障害のある人の可能性が最大限  

発揮され、合理的配慮に基づいて、障害のない人と同等に働け、労働条件等につい  

ても、フレキシブルなものにし、賃金補填はきちんと行われる必要があります。   

基本的に就労支援については、福祉施策ではなく労働政策の中に位置づけられる  

べきだと考えます。その上に立って、ヨーロッパなどで多用されている「保護雇用制  

度」の導入を図るべきです。   

なお、就労の場における利用料負担については、社会的な常識からみて、また労  

働意欲の維持という観点から、即刻撤廃すべきです（応益負担そのものの見直しに  

時間を要するとすれば、これらとは切り離してでも）。   

9）所得保障の在り方   

冒頭でも述べたとおり、所得保障は、私たちにとっては最重点課題の一つであり、  

早急に解決が図られなければなりません。懸案の無年金障害者問題の解決を実現  

すると同時に、障害基礎年金の大幅引き上げ、さらに住宅手当をはじめとする必要な  

社会手当ての創設が求められます。   

繰り返しになりますが、年金の改善が図られたとしても、それをもって応益負担をよ  

しとすることは許されません。ひとりの市民としてあたり前の暮らしを築くためには、こ  

の所得保障が絶対的な条件となることを強調しておきます。  

以上  
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正会員一覧  

（2008年7月1日現在：67団体）  

東京都身障運転者協会  

長野県障害者運動推進協議会  

奈良県障害者協議会  

日本音楽療法学会  

日本介助犬アカデミー  

（社）日本筋ジストロフィー協会  

（NPO）日本ケアヒイツトサービス協会  

（社）日本作業療法士協会  

（社福）日本肢体不自由児協会  

（社）日本自閉症協会  

（社）日本社会福祉士会  

日本手話通訳士協会  

（財）日本障害者スポーツ協会  

（財）日本障害者リハビリテーション協会  

日本職業リハビリテーション学会  

（社）日本整形外科学会  

（社）日本精神保健福祉連盟  

（社）日本精神保健福祉士協会  

（社）日本発達障害福祉連盟  

（社）日本てんかん協会  

（社福）日本点字図書館  

日本難病・疾病団体協議会  

日本脳外傷友の会  

日本病院・地域精神医学会  

（社福）日本盲人社会福祉施設協議会  

（社）日本リウマチ友の会  

（社）日本理学療法士協会  

（社）日本リハビリテーション医学会  

福岡市障害者関係団体協議会  

（社福）ぶどうの木・ロゴス点字図書館  

無年金障害者の会  

全国知的障害者施設家族連合会  

障害乳幼児の療育に応益負担を持ち込ませな  

い会  

（財）安全交通試験研究センター  

きょうされん  

車いすシーティング協会  

（独立行政法人）高齢・障害者雇用支援機構  

（財）国際障害者年記念ナイスハート基金  

（NPO）埼玉県障害者協議会  

（社福）視覚障害者文化振興協会  

障害者（児）を守る全大阪連絡協議会  

障害者の生活と権利を守る全国連絡協会  

障害者の生活保障を要求する連絡会議  

（社福）聖恵全  

世界身体障害芸術家協会  

全国LD親の会  

全国救護施設協議会  

全国ことばを育む会  

全国視覚障害児（者）親の会  

全国肢体不自由児施設運営協議会  

（社福）全国重症心身障害児（者）を守る会  

全国障碍者自立生活確立連絡会  

全国障害者とともに歩む兄弟姉妹の会  

全国障害者問題研究会  

（NPO）全国障害者生活支援研究会  

（社）全国腎臓病協議会  

（NPO）全国精神障害者団体連合会  

（NPO）全国精神障害者地域生活支援協議会  

全国聴覚障害者親の会連合会  

全国特別支援教育推進連盟  

全国盲重複障害者福祉施設研究協議会  

（社）ゼンコロ  

全社協・全国社会就労センター協議会  

全社協・全国身体障害者施設協議会  

（社）全日本難聴者・中途失聴者団体連合会  

（財）鉄道弘済会  

（社福）鉄道身障者福祉協会  
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2008年度役員  

2008年6月10日現在  

☆印は当事者また当事者家族  

勝又和夫☆（ゼンコロ・会長）  

吉本哲夫（障害者の生活と権利を守る全国連絡協議会・会長）  

東川悦子☆（日本脳外傷友の会・理事長）  

田中徹二☆（日本点字図書館・理事長）  

藤井克徳☆（きょうされん・常務理事）  

福澤利夫☆（日本筋ジストロフィー協会・理事長）  

春田文夫☆（日本チャリティープレート協会・常務理事）  

太田修平☆（障害者の生活保障を要求する連絡会議・代表）  

加藤房子（全国精神障害者地域生活支援協議会・常任理事）  

赤平 守（全国障害者生活支援研究会・理事）  

増田一世（やどかりの里・常務理事）  

福井典子☆（日本てんかん協会・常務理事）  

金子智☆（全国腎臓病協議会・副会長・事務局長）  

石渡和美（東洋英和女子学院大学・教授）  

佐藤久夫（日本社会事業大学・教授）  

岩崎晋也（法政大学・教授）  

代  表  

副代表  

／／  

／／   

常務理事  

総務委員長  

／J副委員長  

企画委員長  

／／副委員長  

′J副委員長  

／／副委員長  

広報委員長  

／／副委員長  

政策委員長  

／／副委員長  

／／副委員長  

情報通信委員長 薗部英夫（全国障害者問題研究会・事務局長）  

／／ ′′副委員長 岡村章三☆（埼玉県障害者協議会・理事）  

国際担当   比留間ちづ子（日本作業療法士協会）  

朝日雅也（日本職業リハビリテーション学会・幹事）  

有村律子☆（全国精神障害者団体連合会・常務理事）  

監  事  

／J  

顧  問  八代英太☆ 板山賢治 河端静子☆ 花田春兆☆  
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社会保障審議会一障害者部会  

第35回（H20．7．15）  資 料 6  

障害者自立支援法の見直し等についての意見書  

平成20年7月15日  

社会福祉法人 全日本手をつなぐ育成会  

理事長  副  島  宏  克  

私達は、知的障害のある人を持つ家族と本人の会として、知的障害のある人達が地域において、  

障害の重さにかかわらず、各ライフステージに応じた適切な支援のもとで豊かなくらしが実現で  

きることを願っています。   

特に、2006年（平成18年）度から施行された障害者自立支援法は、障害の有無や種類に関わ  

らず全ての人たちが共に支え合う共生社会の実現を目指していますが、様々な問題や課題を抱え  

ながら3年目を迎え、見直しの時期を迎えています。  

この機に、以下のとおり、本会としての意見を示し、関係各位の特段の配意をお願い申し上げる  

次第です。   

1．障害児支援の充実・強化   

障害の有無に拘わらず、全ての児童は健全な環境で育ちが保障されなければなりません。とり  

わけ障害児については、早期発見・早期療育の視点に立って、健全に成長できるような環境を整  

えるための支援が鍵であり、母子保健・子育て支援・家族支援が重要となります。特に、乳幼児  

期から学齢期までの発達支援は、「親の支援を通して子の支援を行う」ことにより、一次障害を軽  

減し、二次障害の発生を予防することにもつながります。このように、障害児支援の充実・強化  

は、障害者自立支援法の実効性を高める上での重要な要素といえます。   

そのため、子育て支援や家族支援に係る母子保健、一般児童福祉、障害福祉、教育などの各施  

策の充実・強化を先ず求めたいと思います。特に、障害者自立支援法においては相談支援事業と  

ともに児童デイサービス事業、ショートステイ事業、日中一時支援事業の充実・強化が肝要であ  

ると考えます。   

2．所得保障の拡充等と利用者負担の軽減   

障害者自立支援法の施行に伴う定率負担等の利用者負担の増大が、利用者・家族の現実の生活  

に大きな影響を与えたため、多くの地方自治体がいち早く独自の負担軽減策を講じ、国において  

も「特別対策」や「緊急措置」により対応しました。これらの様々な負担軽減措置は、特に低所  

得の利用者に対する所得保障に何の手立ても講じずに、負担増のみを求めた結果といえます。   

現在、障害基礎年金2級を受給し、就労継続支援事業B型等に通う多くの知的障害のある人達  

は、年金額約66，000円と工賃約12，000円（全国平均）が主たる収入となります。この78，000円  

でグループホーム・ケアホームやアパートで生活することは困難です。当然、定率負担等更なる  

負担を課することには無理があります。このように、障害基礎年金額は生活保護費を下回るなど、  

所得保障が甚だ不十分な現状となっています。   

っいては、応能負担の視点で利用者負担の一層の軽減策を図ることはもちろんのこと、障害基  

礎年金の生活保護費並みに増額する必要があると思います。   

また、これまで所得保障の一部となっている特別障害者手当の基準緩和とグループホーム・ケ  

アホームやアパート等で暮らす知的障害者に対しての住宅手当の創設などが求められます。一方、  

障害児をかかえる若年層の家族にとって、各種福祉サービス利用に係る経済的負担は大きく、引  

き続き特段の軽減策が重要だと考えます。   

3．サービス体系のあり方と基盤整備   

知的障害のある人達にとって、地域でのくらしの場としてグループホーム、ケアホーム等の住  

まいの確保は緊要な課題となっています。ついては、引き続き整備費の確保等積極的な整備の推  
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進を図ることが必要です。また、地域生活を支えるうえで、特に、ホームヘルプ、移動支援、行  

動援護等のサービスは重要です。しかし、行動援護はその要件により、また、地域生活支援事業  

となった移動支援は、その取組みに市町村格差が生じるなど、利用が困難な状況にあります。   

ついては、行動援護の基準を更に緩和し、移動支援については個別給付とし、事業所への一定  

期間の送迎（交通機関の利用訓練）も対象とするなど、利用促進を図ることが必要だと考えます。   

なお、就労継続支援事業（B型）の利用要件が設けられていますが、支給決定に際して、ケア  

マネジメントを基本としながら、利用者の意向を踏まえて、柔軟に対応できるようその利用要件  
を緩和する必要があると思います。  

4．サービスの質の確保   

障害者自立支援法により障害福祉サービスに係る報酬の利用実績払い（日額払い）が導入され  

たことにより、適所系サービスの利用者が、日によってサービスを選択することができることや  

入所施設やグループホーム利用者の帰省時等に他のサービスを利用できるという仕組みとなりま  

した。   

しかし、特に、適所関係の事業所においては、新たな報酬単価による利用実績払い（日額払い）  

が導入されて以降、収入減が顕著となり、人材確保等運営に困難が生じ、利用者にとっても安定  

かつ適切なサービスが受けられないのではとの危倶があります。また、グループホーム、ケアホ  

ーム等の居住系サービスの運営も厳しくなっています。   

ついては、安定したサービス提供体制とその質を確保していくため、報酬単価の改善が必要と  

考えます。   

5．問寒・強化   

知的障害のある人たちは、自ら各種サービスの利用の仕方を判断したり、サービス利用計画を  

作成することが困難であり、また、単一サービスの利用であっても、その適否や変更の必要性、  

新たなニーズの発生などを自ら判断し、調整することが難しい傾向にあります。従って、これら  

のケアマネジメントを含めた相談支援体制が、知的障害のある人たちにとって欠くことのできな  

いものです。特に、地域生活を進めるためには、身近な地域の相談支援窓口が必要になります。   

一方、地域のニーズ把握や相談支援体制やネットワーク作り、基盤整備等において、地域自立  

支援協議会が重要な任にあたりますが、設置されたものの、機能していない所が多い現状です。  

この取り組みの不十分さが、地域間格差を広げ、障害のある人たちの地域での生活にさらなる不  
安をあたえることになっています。   

ついては、市町村において、早急に相談支援事業の整備と財政的支援等の強化を図るとともに  

サービス利用計画作成費の対象者を拡大し、同時に、地域自立支援協議会の機能が強化されるよ  

うな施策を講じる必要があると考えます。   

6．権利擁護の推進   

知的障害のある人達が地域生活を進めていく中で、知的障害のある人への理解の促進とその人  

達の人権を守るための取り組みが大変重要です。   

ついては、成年後見制度や日常生活自立支援事業（地域福祉権利擁護事業）の積極的な推進、  

普及を図るとともに、障害者権利条約の批准に向けて、障害者虐待防止法や障害者差別禁止法の  

制定と国内法制の見直し・整備が必要です。   

また、障害者権利条約と障害者自立支援法並びにそれに基づく制度・仕組みの整合性についても  

精査・検討する必要があると考えます。   

7．障害程度区分の基本的見直し   

現行の障害程度区分に用いられている第1次判定の尺度は、介護保険の要介護認定調査項目が  

中心であり、身体機能の障害を重視したものとなっているため、特に、知的障害者や精神障害者  

については、第2次判定（審査会）に依存せざるを得ない状況にあります。つまり、市町村の設  

置する審査会の裁量に多くを委ねることになり、支給決定に地域間格差が生じていることが容易  
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に想像できます。また、障害程度区分により利用できるサービスが制限されていますが、地域の  

サービス基盤の整備状況等によって無理が生じています。   

ついては、知的障害の障害特性とともに活動支援や社会参加支援を含めた支援ニーズを適切に  

反映した尺度の検討が急務であり、そのための調査・検証を速やかに行う必要があります。   

また、障害程度区分による利用制限を地域の実情に応じて緩和する必要があると思います。た  

だし、この利用制限は、利用者の選択権、決定権に係わる重要な事柄であり、支給決定に際して  

は、利用者に対する必要な情報の提供とケアマネジメントに基づいて、利用者の意向が反映でき  

る相談支援体制を整備・強化することが肝要だと考えます。   

瀾堕・強化   

障害者自立支援法では、市町村や都道府県がそれぞれの地域の実情に応じて柔軟に実施できる  

障害福祉サービスを「地域生活支援事業」として法的に位置づけています。これらは、地域福祉  

を推進する上で大切な事業といえますが、地方自治体の裁量ということにより、むしろ、自治体  

の財政状況や取組みの姿勢によって、市町村の取り組みに格差が生じている状況がみられます。   

このような地域間格差を是正するため、統合補助金の増額と義務的事業の見直し等を図ること  

が必要です。特に、地域活動支援センターや日中一時支援事業の充実・強化が望まれます。   

9．小規模作業所への支援策強化   

小規模作業所は、知的障害のある人達にとって、地域での活動や働く場として重要な役割を果  

たしてきましたが、新たなサービス体系への移行が求められています。平成20年度までは特例交  

付金や移行促進事業、適所系事業の定員要件の緩和等の措置が講じられていますが、未だ、約半  

数が移行していない状況があり、移行のための体制整備等に多くの困難が生じています。   

ついては、円滑な移行に向けた新たなサービス体系の更なる要件緩和や特例交付金の延長を含  

めた財政支援等の支援策を講じる必要があります。   

10．就労支援の進進   

障害の軽重に拘わらず、働く意欲のある人はその人の能力に応じて就労できるような支援策と  

環境条件が必要です。そのため、福祉、労働、教育等と企業が連携し、就労支援が行われるよう  

な体制作りが大切です。また、特に、知的障害のある人たちにとって、就労を継続するためには  

生活全般にわたる支援が求められます。   

ついては、就職時のみならず継続した相談支援、生活支援等の体制整備が必要であり、特に、  

地域自立支援協議会の就労支援機能の強化並びに就業・生活支援センターの設置推進と機能強化  

が重要です。   

一方、公的機関が率先し、知的障害のある人たちの雇用促進を図ることが大切です。また、障  

害者雇用促進法の改正など労働政策との連携強化が必須であると考えます。   

なお、一般就労だけでなく、福祉的就労の重要性も再確認し、工賃の倍増に向けた積極的施策  

も望みたいと思います。そのための環境整備として、ハート購入法案の早期成立は大変重要だと  

考えます。   

11．障害者の範囲の拡大   

これまで、制度の谷間にあった発達障害者を障害者自立支援法の対象にしっかりと位置づける  

必要があると考えます。その場合、障害特性を反映できる障害程度区分と支給決定、その支援ニ  

ーズに対応できるサービス体系のあり方を再検討する必要があると思います。   

12．他分野との連携の線化と財源確保   

既述したように、障害者自立支援法の枠組みのみをもって、共生社会の実現は困難です。労働、  

教育、医療などの分野との連携・協力による地域支援体制の構築が必要であり、中央省庁の積極  

的な連携強化を望みたいと思います。また、障害福祉施策の推進・強化のためには、その財源確  

保が前提であり、そのための取組みが緊要だと考えます。  
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社会保障審議会一障害者部会  

第35回（H20．7．15）  資 料 7  

2008年7月15日  

社会保障審議会・障害者部会  

部会長 潮谷義子 様  

「障害者自立支援法」の部分的見直しではなく、  

「地域での暮らし」を権利として実現する法制度を  
～「どんなに重度の障害があっても地域で暮らせるように」～  

特定非営利活動法人 DPI（障害者インターナショナル）日本会議  

事務局長 尾上浩二  

1．どんなに重度の障害があっても暮らせる地域生活サービス■財源の充実を  

（1）見直しの基本視点  

①どんなに重度の障害あっても地域での生活が可能になるように  

● 1970年代からの当事者運動の歩みとノーマライゼーション  

■ 「保護・更生」から「自立・権利」  

■ 施設から地域自立生活（「施設から地域」へは別に「自立支援法」のオリジナルではない）  

● 障害者権利条約の批准に対応できる水準の議論を  

～障害のあるすべての人を対象に、「他の者（障害のない人）との平等」を基礎に、「自立生活・地域社  

会へのインクルージョン」（第19条）等が提起されている  

【地域生活をめぐる二つの軸（KentEricssonによる指摘）】  

■ 施設支援か、地域支援か  

■ 能力を重視した視点か、市民としての視点か  

→市民としての視点からの地域支援（表のD）こそが、ノーマライゼーション、権利条約の方向  

能力を重視した視点   市民としての視点   

施設支援   
A  B  

．  

融   
地域支援   C   D   

住宅（地域生活）サービスの2つの視点KentEricsson（『脱施設化と地域生活』中園他訳より）   



【障害者権利条約 第19条】  「‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾－‾‾‾－‾‾‾‾‾－‾－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

！第岬舌の自律）及び地域社会へのインクルージョン  ー  

：この条約の締約国は、障害のあるすべての人に対し、他の者と平等な選択の自由を有しつつ地域社会：  
lで生活する平等な権利を認め、また、障害のある人によるこの権利の完全な享有並びに地域社会への障さ  
I 

、l ；害のある人の完全なインクルージョン及び参加を容易にするための効果的かつ適切な措置をとる。このi  
！ため、締約国は、特に次のことを確保する。  
I 

！  

l  

；（a）障害のある人が、他の者との平等を基礎として居住地及びどこで誰と住むかを選択する機会を有；  

！し、かつ、特定の生活様式で生活することを義務づけられないこと。  
l  

；（b）障害のある人が、地域社会における生活及びインクルージョンを支援するために並びに地域社会； l  

‡からの孤立及び隔離を防止するために必要な在宅サービス、居住サービスその他の地域社会の支援サー：  
！ビス（パーソナル・アシスタンスを含む。）にアクセスすること。  1  

I 

‥．＿．．＿．．‥‥，‥．、．．、＿＿川．．．．1 i（c）一般住民向けの地域社会のサービス及び設備が、障害のある人にとって平等を基礎として利用可；  

！能であり、かつ、障害のある人の必要に応ずること。  
L －－・・－－－・－・－－－－一一＿一＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿●．＿＿■＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．．＿＿＿＿＿  

②「施設から地域へ」「（親元等の）御要性  
● 「施設待機者」をどう見るか？～施設への入居を「待っている」のではなくて、地域での生活が困   

敷こなった状態であり、「地域生活継続のための支援を求めている者」と捉えた上での政策を   

→【障害者部会2008年6月9日資料】9344人が地域移行したが、他方で、新規入所が18，556人   

～入所施設に行かなくても、地域で生活し続けられる支援の仕組みや基盤整備が必要  

● 「親亡き後の施設」ではなく、「親が元気な内から自立できる地域支援の仕組み」を  

（2）重度障害者の地域生活サービス・財源充実を  

★「もっと普通に暮らせる地域社会」を掲げる「自立支援法」だが、同法の施行で、実際には重度障害  

者の地域生活に不可欠な重度訪問介護や移動介護等の社会資源が枯渇するような状況が生まれている。  

①当事者主体の地域生活支援サービス～重度訪問介護の拡大と人材確保のための報酬単価見直しを  

● 障害者の主体性のもと、（居宅内外を問わず、いわゆる「見まもり」等も含み、その人のニードに  

柔軟に対応して）切れ目なく使える地域生活支援が必要～パーソナル・アシスタントサービス。  

現行の重度訪問介護を知的や精神障害者にも拡大するとともに、サービス提供のための人材確保の  

方策を～緊急を要する報酬単価の見直し→【資料 重度障害者介護アンケート調査】  

移動介護を個別給付に、少なくとも地域生活支援事業の必須事業の費用の2分の1の国庫補助を   

障害者の社会参加、知的障害者の自己決定支援にとって重要な移動介護   

移動介護が個別給付から外され地域生活支援事業になり自治体任せに－広がる自治体格差、移動支   

援への上限設定   

障害者の社会参加が大きく後退しかねない危機的状況をふまえ、移動介護を個別給付に戻すととも   

に、当面、少なくとも地域生活支援事業への2分の1国庫補助を  

2   



③「地域での住まいの場」としてのグループホー．ム・ケアホームの見直し  

● 本来の4～5名程度の「地域での住まいの場」としての位置づけで運営ができる基準への見直し  

● 個別ヘルプの利用の保障～「緊急措置」で認められた拡大を恒久的なものに  

④重度障害者の長時間介護サービスを支えるために真の義務的経費化を  

● 「自立支援法」の制定の趣旨として「障害者福祉サービスの義務的経費化」が言われたが、企遣±  

－ビス等の財政は障害程度区分ごとの国庫負担基準の範囲内でしか、国庫負担金は支払われない  

● 介護サービスの国庫負担基準問題【基準を超える部分は自治体単費負担となってしまう仕組みの   

問題。→旦追昼がサービスに要した費用の2分の1を国が責任を持って負担する仕組みを  

● スウェーデンでも長時間介護サービスは、基礎自治体からではなく全国レベルの財源で賄う仕組み  

● 長時間サービスに要した費用の義務的保障を   

都道府県に基金を創設して調整する等も含めて、聯ビスを賄える財源保障を  

2．国際的な障害者政策の議論の水準をふまえた制度設計を  

● 2009年見直しに当たって、次のような広範囲に渡る論点、検討項目が考えられる  

（1）国際水準に見合った対象（「障害者の範囲」の見直し）と理念を→【別紙 資料】参照  

①「障害者の範囲」の見直し～障害のあるすべての人に必要なサービスを  

● 権利条約の第1条「社会への完全かつ効果的な参加を妨げられる者」  

● 障害範の囲見直し～障害者手帳所持を要件とせず、いわゆる発達障害、高次脳機能障害、難病等も  

含めて、この法律の支給決定プロセスで福祉サービスの必要性が確認された者を対象とすべき  ‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾－‾‾‾‾‾－【‾■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾「 
l  

iこの法律［注：障害者総合福祉サービス法（仮称）］においては、身体障害者手帳、療育手帳、精神保健；  

：福祉手帳の所持にかかわらず、身体的、精神・知的障害にともない、他の者との平等を基礎として社会：  
毒への完全かつ効果的な参加を妨げられている者（児）であって、この法律のサービスが必要であると支；  

l  

座準単三鞋ヒニ勺萱塑う些冬草J嬰し準亨至 
＿＿■＿＿＿＿＿＿＿…＿＿＿＿＿＿＿‖＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿…仙  

②障害者の自立と社会参加を権利として～権利条約との関係から  

● 障害者権利条約では「障害のあるすべての人に対し、他の者と平等な選択の自由を有しつつ地域社  

会で生活する平等な権利を認め、また、障害のある人によるこの権利の完全な享有並びに地域社会  

への障害のある人の完全なインクルージョン及び参加を容易にするための効果的かつ適切な措置」  

を、各国政府に束めている。  

● 「自立支援法」の第1条にある「能力と適性に応じた自立生活・社会生活」の規定の見直し   

■ 「障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域  

社会の実現に寄与すること」（障害者自立支援法第1条後半）   

■ 「障害者及び障害児がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営む  

ことができるよう、必要な障害福祉サービスに係る給付その他の支援を行い」（同第1条前半）  

3   



！この法は、障害のあるすべての人が、障害のない人との平等を基礎として完全に社会に参加することが； l  
l可能となるよう、必要な支援サービスを市町村が提供すること、及び国等が財政的にそれを支えること亘  

；を義務付けることを目的とする  

（2）支給決定プロセスの見直し  

①一人ひとりのニードに基づく支給決定～本人の意向に基づき、環境的要因や社会参加の制約等も含め   

た協議・調整による決定できる仕組みが必要  

（ヨセルフマネジメントとPC－1PP（本人中心個別サービス提供計画）や本人のエンパワメントの仕組み  

（3）施設から地域自立生活移行  

（∋ 精神病院からだけではなく、入所施設からの地域移行の促進の仕組みを  

②病院・施設に「入院・入所」している者を対象に、外泊時や自立体験時に個別のヘルプを利用できる  

ような「地域自立生活移行給付」のような「経過的給付」を  

③ピアサポートや自立体験室等の地域での自立生活をイメージできる支援の仕組みを  

④地域での住まいの確保～住宅政策との連携  

（4）権利擁護とエンパワメント  

①権利擁護機関の設置～「障害者差別禁止法」との関連  

②ェンパワメント事業の創設を～自立生活センターやピアサポート等の事業化  

（5）費用負担  

● 「応能負担」の仕組みを基本とし、費用負担の対象者は障害者本人を基本に  

● 費用負担の対象項目は、食費・光熱水費の利用者の直接的な生活に要するものを中心に構成、サー  

ビスにかかる人件費等は別項目化等  

（6）地域生活基盤の重点整備と財源確保  

● 障害者予算を他の他の先進国並の水準に～国民負担率が低いアメリカの2分の1状態からの脱却を  

● 「地域間格差」といわれる問題は、結局は、地域生活の基盤整備状況によるもの。地域生活基盤の  

重点的な整備が進む仕組みと財源を  

4   
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でい－ぴ－あいにほんかいぎ  しょうがいしゃじりつしえんほう  ぶぶんてき  みなお  しょうがいとうじしゃ  してん   
た  DP旧本会議は、障害者自立支援法の部分的「見直し」ではなく、障害当事者の視点に立った  
しょうがいしゃ じりコ  しゃかいさんか  じつげん    ほうせいど  けんきゆう けんとう  かさ  こんかい  
「障害者の自立と社会参加を実現する法制度」について、研究と検討を重ねてきました。今回、その  

しょうがいしやそうこうふくし ていげんはっぴょう  
ほうかしょうじつげんむ まとめとして「障害者総合福祉サービス法（仮称）の実現に向けての提言」を発表しました。  

あら ふくし  

新たな福祉サービスをめざして   

でい－U－い＼にはんかいぎ  ぎち一う  

DPl日本会議 議長  

みさ わ さとる  

揮 了  
り ょう しヤほんい  L上うがいしヤ  ち いきせい  

り、利用者本位で、すべての障害者の地域生  
ほうこうせいうかが  

かつささしく 括を支える仕組みへの方向性が伺えるものと  

はなり得ていない。  

いちきくねん  がつ  せいてい  L上うがいしヤけんl）じょうゃく   
一昨年12月に制定された障害者権利条約で  

だい  じ上う  じ りつ     せいかつiゴ上  ちいき しヤかい  

は、その第19粂＜自立した生活及び地域社会  

し上うかい へのインクルージョン＞の項に、「障害のある  
ものひょうとうせんたく 

ひとたいたじ すべての人に対し、他の者と平等の選択の自  
ちいきしヤカ▲い  せいかつ    ぴlうどう  けん り  

ゆう  ゆう                 由を有しつつ地域社会で生活する平等の権利  

ち いきしゃ  
ゆう                し上うがい       ひと       を有する。」とし、「障害のある人が、地域社  
力小 せいかつお⊥ しえん  
会における生活及びインクルージョンを支援  

こ りつ主 上   
なこノ     ちいき し1・かい           かく するため、並びに地域社会からの孤立及び隔   

ひつ上う   芋いたく  
り   上ご う し                           さ上 離を防止するために必要な在宅サービス、居   

しょうがいしヤしりつしえんほう  
一っん     じ っ し 「障害者自立支援法」が、2006年から実施さ  

ほうあんけんとうかてい ほうりねん  
れている。法案検討の過程から、法の理念・  
もくてき l土う  たいし一う  

かた 目的、法の対象、サービスメニューのあり方、  
しさゆうけってい 11う【：Lう  ひょ う ふたん   し く   とうとう  

支給決定の方法、費用負担の仕組み等々につ  
J〕Jぅ     らんだいてん  Lて さ  ねん  

いて、多くの問題点が指摘されていた。2006年  
し1うかいしヤじりつしえんほう  

かつ          かんぜんじっし 10月の「障害者自立支援法」の完全実施2ケ  

げつ ご       はゃ    しゅうせい  うご    Jう 月後には、早くも修正の動きが起こり、さら  
上 ヤ と う  

たL人 ご       ねん  がついこ う         に1年後の2007年9月以降は、与野党ともに  
し りつしえんはう    は1ばんてき  入なJj  さけ じ上うき上う  
自立支援法の「抜本的な見直し」を叫ぶ状況  

し・  
になっている。．しかしながら、ここで言われ  

ひ ょう j．  

はっほ工てき  JLなJ；                        る「抜本的な見直し」というものは、費用負  
ぷぷんてさしゅうせいしゅ  

たんかん 担に関する部分的な修正が主となるものであ  
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ちいき しヤかいしえん  
たく               ほか     宅サービスその他の地域社会支援サービス  

ふく （パーソナルアシスタンスを含む。）にアクセ  

かくほ スすること。」を確保するものとしている。こ  
でい－ぴ－あいにlゴんかいぎ  

き てい   ふ        うした規定を踏まえて、DPI日本会議としては、  
しょうがいLヤじりつLえんほう  とだい  ぶぷんてき  
障害者自立支援法を土台とし、それに部分的  
しゅうせいほどこ 
みなお な修正を施すという「見直し」にとどまるも  

し▲うがいしヤ   みすか    はんだん  
のではない、「すべての障害者が、自らの判断  

しゅたいてきちいきせいかついとな 
らとかのう の下で、主体的な地域生活を営むことを可能  

しえんかたついきゅうもくてき とする」支援のあり方を追求することを目的  
しょうがいしヤ  じりつせいかつ  ちいきしヤかい  

として、「障害者の自立生活、地域社会のイン  
Lヤかいほし上うせいきくけんきけうじぎょう  

か          クルーシブ化のための社会保障政策研究事業」  
けんきゅうかつとうおこな けん  

をたちあげ、研究活動を行ってきた。この研  
きゅうかつどう  でい－ぴ－あいにほんかいぎじょうにんいいんかい  もと  

究活動は、DPI日本会議常任委員会の下におか  
おのうえじむき上くちょう  せきにんしヤ  とうょうだいがく  

れ、尾上事務局長を責任者とし、東洋大学の  
きたのせいいち やまなしがくいんだいがくたけはたひろし  
北野誠一さん、山梨学院大学の竹端寛さんの  
ふた り  き上う1）ょく  え   じっ し  

お二人の協力を得て実施された。イギリスや  

くにぐに アメリカ、スウェーデン、カナダといった国々  
はじ  

の、パーソナルアシスタントサービスを始め  
し▲うがいしゃ  じ りつ   Lヤかいさんか  Lえん  

とする、障害者の自立と社会参加を支援する   
L く  かん  しょうがいとうじしヤ  ふく  かんけいしヤ  
仕組みに関しては、障害当事者を含む関係者  

とう せっきよくてき Jjこな  

からのヒアリング等も積極的に行ってきた。  

えちしきい  これらのヒアリングで待た知識を生かしな  

あらふくしりねんもく がら、新たな福祉サービスにおける理念・目  
たいLよう  しき岬うけってい  

てき  ほう       し く   とうとう  けんしょう 的、法の対象、支給決定の仕組み等々を検証  
し上うがいし1■  じ り つ   しヤかいさんか  

さぎょう                   する作業をすすめ、障害者の自立と社会参加  

じつIfん    ほうせいど        けんとう  かき を実現する法制度について検討を重ねてきた。  
しょうがいし1■そうごうふくし  

せいか                   ほう その成果として、「障害者総合福祉サービス法   

かし上う    じつげん  む       ていげん           あ （仮称）の実現に向けての提言」をまとめ上げ  

でい－ぴ－あいにほんカ・いぎ  

ることができた。DPI日本会議としては、この  

ていIfん    L上うがいとうじLヤ   
はじ         おお    かたがた 提言を、障害当事者を始めとする多くの方々  

ひひ上うあお 
しめかんが にお示しし、批評を仰ぎたいと考えている。  

ていげん  じつげん  カ、くせいとう  

さらに、この提言の実現をめざして、各政党  
かくほうめん  せっき▲くてき はたら  

はじ                    つ上 を始めとする各方面に積極的な働きかけを強  
せいさくけんきゅうじぎょう  

こんカーい    めていきたい。なお、今回の「政策研究事業」  
ただい  かんしん    Lめ   

くだ      たがく     じ▲せい に多大の関心をお示し下さり、多額のご助成   

たまわ          j．くしぎいだん  たい      あらた   ムか を賜ったキリン福祉財団に対して、改めて深  

かんしゃ く感謝するものである。  
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こんかい しょうがいしゃそうごうふくし ほうあん  

今回の「障害者総合福祉サービス法案」  
がいよう  

の概要について  
とう▲うだいがく  が く ぶ きIラじ●  

東洋大学ライフデザイン学部教授  

きたのせいいち  

北野誠一  
こんかい  ほうあん  ちゅうLんぷぷん  

リ 3．そこで、今回の法案の中心部分は、A．理  
ねん  もくてき   たいし上う  ていぎ  しきゅうけってい  
念・目的、B．対象と定義、Cサービス支給決定  

ない上う  
しくぎいげん の仕組み、D．財源、Eサービス内容、F．サービ  
lノ 上うしゃ  けん り   けん り 上 う ご  

ス利用者の権利と権利擁護の6つである。こ  
Jぅもヤ董もと おもおのうえ  

こでは、Bは主に山本が、CとDは主に尾上が、  
おらたけばたの 

きたのちゅうしんの Fは主に竹端が述べ、北野はAとEを中心に述   

べる。  

かたち   Iiうあん  こうそう  

こんかい                 1．まず、今回このような形で、法案を構想  
き王ぎ王  もんだい  ら    しょうがいしヤじりつしえん  

したのは、様々な問題を持つ「障害者自立支援  
しょうがいして・  

ほう   たい           かぞく 法」に対して、障害者とその家族、さらにサー  
ていき上うしえんしゃなど  ききてきじょうきょう  

せっばく     ビス提供支援者等から、切迫した危機的状況  
ぶぶんてきてなお  

こくほつ            」 し － し    を告発されながら、後手後手の部分的手直し  
めいかく  し上うがいしヤしえん  

しゅうし    上 と う  たい         に終始する与党に対して、明確な障害者支援  
ほうこうせいしめ 

かんか のあるべき方向性を示したいと考えたからで  
。㌫ぷんてさ  Lゆうせい    いっきいちゆう  

ある。もはや部分的な修正に、一喜一憂した  
のぞつな L上う  

り望みを繋ぐことができないだけでなく、障  
がいとうしし1・ うんとう  
吉当事者とその運動が、そのようなことにそ  

とろう のエネルギーをつぎ込むことは徒労であり、  

わたし                   てんほう        し上うがいしヤ 私たちがすべきことは、展望のある「障害者  
そうごうふくし ほうあんづく  
総合福祉サービス法案」作りである。  

し上うがいしやじりつしえんほう  だい じ上う もく  
たし             4．確かに「障害者自立支援法」も、第1粂（目  
てき  し1うがいし1▲Jj上  し上うがいじ  ゆう  
的）で「＝…・①障害者及び障害児がその有す   

のうりょくお上  てきせい  おう  にちじ1うせいかつまた  

じ り つ     る能力及び適性に応じ、自立した日常生活又  
しヤかいせいかつ いとな  ひつ上う  
は社会生活を営むことができるよう、必要な  
し1うかいふくし  かかわ きゅうふ    ほか  しえん  
障害福祉サービスに係る給付その他の支援を  
おこな  し上うがいしヤお上  し上うがいじ  ふく し  ぞうしん  
行い、もって障害者及び障害児の福祉の増進  

し1うがいうむ  

ほか を図るとともに、②障害の有無にかかわらず  
こくみ人  そう ご  しんカ・く  こせい  そんち上う  あ人しん  く  
国民が札けに人格と個性を尊重し安心して羊  

ちいき しヤカ・い   じつげん   き ょ  
らすことのできる地域社会の実現に寄与する  

らくてさうた ことを目的とする。」と言匝ってはいる。  

こんかいほうあん  
2．とはいうものの、今回の法案については、  
じかん  り上う  かんけい  
きん上く 時間と童の関係でいくつかの禁欲をしなけれ  

いりょう力▲んけい 
ぷぷん ばならなかった。まず、医療に関係する部分   
し上うりヤく  し▲うがいじ  かん    Lえん  いっ  

は省略した。さらに障害児に関する支援や一  
ば人し坤うろう かん  しえん  ぷぶん L上うり1く  
股就労に関する支援の部分も省略せざるをえ  

なかった。  
あいだ  むしゅん  し上う  

も人たい               5．問題は①と②の間に矛盾が生じているこ   

とである。   
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こういてき   よ  
わたし      こんごい き 上  ②は、好意的に読めば、私たちが今後依拠  

し1うがいしヤけんりじょうやく  だい じ▲う  じ上うやく  
すべき「障害者権利条約」第19粂「この条約  
ていけつこく    し上うがい  
ひと    ほか の締結国は、障害のあるすべての人が、他の  

ちいきしヤかい  
ひと  び一うとう  せんたくけん  もと          人と平等な選択権に基づいて、地域社会で  

び上うどう  けん り   
せいかつ         みと         けんり   い 生活する平等な権利を認め、この権利を活か  

ちいきLヤかい   きんか  さんかく  

こう か して、地域社会に参加・参画できるよう効果  
てき  てきせつ  しえん おこな  そ人Lょく  

的で適切な支援を行わねばならない。」と遜色  
しヽ  

ないと言えよう。  

じりつしえんほう  L上うがいしぺ■  か   

ところが、自立支援法の（》は、「障害者が可  
かいせいし1うがいし十  

能な のう  かぎ  ちい き         じ りつ       限り地域において自立した（改正障害者  

きほんほうたいじ上う 
ゆう 基本法第8条の2）」ではなく、「その有する  
のうりょくお上 てきせい   lこちじ1うせいかつ  

おう         じりつ    能力及び適性に応じ」た「自立した日常生活  

しえん Jjこな  

また  しヤかいせいかっ    たい      又は社会生活」に対する支援を行うとしてし  
ほかひとび上うどう 

ちいき まったために、⑦の「他の人と平等に、地域  
しヤかい  さんか  さんかく  ひつ上う  しえん  
社会に参加・参画する」のに必要な支援サー  

じゅうど  し上うがいしヤ  ひ1うどう  ほし上う  
ビスは、重度の障害者においても平等に保障  

されるというわけにはいかなくなったのだ。  

しょうがいしヤえんじ上  
えるえすえ寸 ほう         だい 「障害者援助サービス（LSS）法」では、第   

ほうりつ らくひ▲う  
じ上う もくひlう              はうりっ 5条（目標）「この法律の目標は、この法律の  
たいし上うしヤ   たいLょう  どうとう  せいかつ  カ・のう  
もの       対象者が、対象でない者と同等な生活を可能  

にすることである。」  
だい  じ上う  だい  じ上う  がいとう  にちじ上うせいかつ   
もの      第8粂「第1条に該当する者は、日常生活  

えんじ上  ひつょう  
なん                ほか  しゅだん    だい に何らかの援助を必要とし、他の手段では代  

だい  じ工う  かか  
たい                         とくべつ  えん 替できないときは、第9条に掲げる特別の援  

じょつけんりゆう 助とサービスを受ける権利を有する。」とある。  
し上うがいしヤ   しょうがい  しふん  び上う   

ここでは、障害者が、障害のない市民と平  
しみんせいかつ  しヤかいさんか  

どう                 ひつよう 等の市民生活（社会参加）をするのに必要な  

けんりえんたいとるめんと 
しえんうめいかく 支援を受ける権利（Entitlement）が明確であ  

ちほうぷんけん  
る。それでも、スウェーデンの地方分権がも  
ぎいせいてきせいヤく  も人だい  

わたし たらす財政的制約の問題をふまえて、私たち  
くにとうぎいせいてき 

ほうあんささ の法案では、「国等が財政的にそれを支えるこ  
ぎむづ ひょうIfん  

とを義務付けること」という表現をとった。  

たいし工う し上うがい  ていぎ  
lまう               Lきゅうけっ 8．法の対象と障害の定義、サービス支給決  
てい  し く  ぎいげん  お上  ちいきいこう  
定の仕組みとサービスの財源、及び地域移行t  
たいいんそくしん  けんり 上う ご  い か  し上ろんこう  
退院促進・粍利擁護は、以下の諸論考にある  

とおりである。  

いちどくわとおわたしほうあん  一読してお分かりの通り、私たちの法案の  

きち上う  なが  つうじ上う  しみんしヤかい   し上うかレ  
基調に流れるのは、「通常の市民社会で、障害  

しみん  び上うとう  しみんせいかつ  しでかい  
しヤ  しょうがい             者と障害のない市民が平等の市民生活（社会  

ひつ上う   しえん  
与んか                   う     けんり 参加）をするのに必要な支援を受ける権利」  

ぜんし入ん  ほL上う  り ねん  
を全市民に保障するという理念である。  

オ）け    ゎたし  ほうあん  り ねん  もく  
6．という訳で、私たちは、法案の理念・日  

てきいかかんが 的を以下のように考えた。  
しようがい  

はうしょうがいひと 「この法は、障害のあるすべての人が、障害  
び上うどう  き そ  かんぜん  しヤかい  

ひと                 のない人との平等を基礎として完全に社会に  
ひつ上う  しえん  

さんか           かのう                参加することが可能となるよう、必要な支援  
しち上うそん  ていき上う  

おょ  くにとう サービスを市町村が提供すること、及び国等  
ぎむづ  

ぎいせいてきささ が財政的にそれを支えることを義務付けるこ  

もくてき とを目的とする。」  
くに  こうれいしヤしえん  きてい  

かい 9，わが国の高齢者支援を規定している「介  
ご ほ けんほう  だい  じ上う  だいいっこう  
護保険法」は、その第2粂の4で「第一項の  
ほけんきゅうふ  ないょうお上 十いじゅん    ひほけんしヤ  ょうかい  
保険給付の内容及び水準は、被保険者が要介  

し上うかいL↑lナんりじ上うヤく  だい  じ上う  ちか  tiうりつ   

ゆう 7．「障害者権利条約」第19条に近い法律を有  

くに する国はスウェーデンである。  
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ニじょうたい  げあい  かのう  かぎ  
護状態となった場合においても、可能な限り、  

き上たく               ゆう    のうり上く  おう   じ その居宅において、その有する能力に応じ自  
にちじ上うせいかつ いとな  

りつ                          はい 立した日常生活を営むことができるように配  

り上 慮されなければならない。」としている。  

7〉－のうかぎき上たく  ここには、「可能な限り、その居宅において」  
つうじ上う  しみんしヤかい  ちか    ひ上うげん  

という「通常の市民社会で」と近しい表現が  
のうり上くしゅぎ  

とられている。しかしながら、その能力主義  

てきひ1うけん【土いり上 的表現と、「配慮されなければならない」とい  
けんりせい  上わ  ひょうげん   
こ う権利性の弱い表現を超えてゆかねばならな   

い。  

ぎいせいてきせいやくとう  おんけい  はいり上  
れば、それは財政的制約等の恩恵（配慮）す  
がわ   し い て き  さいl）ょうけん  のこ  

る側の窓意的な裁量権を残しており、すべて  
Lふ・んけんり ぇ  
の市民の権利とはなり得ていない。  

よとうはあてきたいおう  
11．これまでの、与党の場当たり的対応、と  

り ょ うj．たん  たい  くず  てきたいおう  
りわけ、利用負担に対するなし崩し的対応は、  

おうのうふたんちか  
しくかぎ その仕組みを限りなく応能負担に近づけなが  

エ．た：人．カ の う   こうし上とくしゃ     わりふたん  とど  

ら、より負担可能な高所得者を1渕負担に留  

1jうのうふたん  ほそく りつ  わる  
めており、応能負担よりも捕捉率が悪くなっ   

てしまっている。  
し え ん ひせ し・ど  

たんか   お     じゅうど  また、支援費制度よりも単価の落ちた重度  
ほうLんかいご  

訪問介護やグループホーム・ケアホームは、  
LんたいL上うがいしヤ  ちてきし上うがいしヤ  にゅうし▲Lせつ  

まさに身体障害者や知的障害者の入所施設か  
ちいき いこ う  せいしんL上うがいLヤ  せいしんかび上ういん  

らの地域移行、精神障害者の精神科痛院から  
らい き いこ う   きいだい  しヤかいしげん  
の地域移行の最大の社会資源だったわけであ  

にな  じぎょうしヤ  あいそ   つ  
じ り、それを担う事業者に愛想を尽かされた自  

じ りつ し えんほう  
りつ L えんほう           な  あたい 立支援法は、自立支援法の名に値しない。  

くに  し上うがいしでしえん  きほんてき  きてい 10．わが国の障害者支援を基本的に規定して  
かし・せいL上うがし しヤきほんほう  だい  じ上う  

いる「改正障害者基本法」は、その第3条の  
だいじlう  

2および、第8粂の2で  
しょうがいしヤ    しヤかい  こうせい  

いちいん 「すべて障害者は、社会を構成する一員とし  
Ll■かし・ けいざい  ぶんか  

はか         ぷんヤ  かつ て社会、経済、文化その他あらゆる分野の活  

とう  きんカ・    き かい  あた 勤に参加する横会が与えられる。」  
し上うがいしヤ  ふ く し  かん  
し き く   こう       あた 「障害者の福祉に関する施策を講ずるに当っ  

Llうがいしヤ じしゅせい じゅうぷん そんち上う  

ては、障害者の自主性が十分に尊蒐され、かつ、  

し上うがいしヤ かのう  かぎ  
ちい き         じ り つ 障害者が可能な限り、地域において自立した  
にちじ上うせいかつ いとな  
ほいりょ 日常生活を営むことができるよう配慮されな  

ければならない。」としている。  
つうし1う  しみんしでかい    L▲うがいしヤ L上う   

ここにも、l‾通常の市民社会で、障害者と障  
がい  Lみん  ひ上うどう  しみんせいか1  し↑かいさんか  

害のない市民が平等の市民生活（社会参加）  
ひつょうしえん 

けんりちか をするのに必要な支援を受ける株利」に近し  

ひょうげん きかいあた  
い表現がみられる。しかしながら、「機会が与  

まいり上  
えられる。」「配慮されなければならない。」と  
ひlうけん   Lェうかいし1r Jiんけい  はいり上  じゅどうてき  

いう表現は、障害者が恩恵（配慮）を受動的  
たいし上う 

きてい に受ける対象として規定されているのだとす  

じだい  い王  こうきこうれいしヤいり1うもんだい  かい ご ほ  

12．時代は今、後期高齢者医療問題や介護保  
どうろとくていぎいIfん  いっばんぎいげんか  

けん み な               険見直し、そして道路特定財源の一般財源化  
ちほうぎいけんからんだい  
かたち    こくÅん    しん や地方財源化問題という形で、国民に、真に  

いりょう  かいじ上   ち ほ う し ち  
のぞ                     なに 望ましい医療や介助や地方自治とは何かとい  

せい じ  l】んLつ  ほんまる  せ壬  
わたし            と        う、「私たちの政治の本質を問う」本丸に迫り  

つつあるといえる。   
L上うがいしヤそうごうふくL  

わたし                    ほう  私たちのこの「障害者総合福祉サービス法」  

せいじてきへんカ▲く   げき どう き  
ナjJj           が、そのような大きな政治的変革の激動期に  

し上うカ・いしヤしき〈   てんカ・い   ぎちん  
おいて、これからの障害者施策の展開の議論  

いちじ上ねか のささやかなる一助になれればと願っている。   
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しょうがい ていぎ  

障害の定義について  
餌
対
 
 

の
 
 

椚
法
 
 でい－ぴ－▲いにほ人かい－  

DPl日本会諸  

やまもとはじめ  

山本 創   

し1うがいしゃてち▲う   し 上 し  

にもかかわらず、障害者手帳を所持していな  
くちだんかい  はいじ上  

てつづ     い      いために手続きの■入り口段階で排除される  

ものうだしく 者を生み出す仕組みとなっている。つまり、  
こうかてき  さんか  

げんこうせいど     Lヤかい    かんぜん       現行制度は、「社会への完全かつ効果的な参加  

ぎまた    し▲うがい   も                 カ、か を妨げる障害を持っている」にも関わらず  
ほいじょものせいと 排除される者がいる制度なのである。  

げんじ上う そうきゅう かいL上う  

げんこう  この現状を早急に解消するために、現行の  
L上うがいLヤてち上う  

い   くち  はいじょ 障害者手帳をもっているものは入り口で排除  

とうせんうえL されないことは当然とした上で、持っていな  
Lき岬うけっていかて）l  

くても、サービスへのニードが支給決定過程  
はうりっ  たいし上う  

みと         ばあtl           において認められる場合は、この法律の対象  
し1うがいしヤけんりじ1うヤく  てい き  

となるとした。また、障害者権利条約が提起  
こうかてききんか  

しやかいかんぜん している「社会への完全かつ効果的な参加を  
さまた  もの  L▲うがいがいねん せっきlくてき  

妨げられている者」との障害概念を積極的に  
いかきていてもーき  

レい 敢り入れ、以下の規定を提起することとした。  
ほうりつ             しんたいし上うがいしヤてち上う  りょう 「この法律においては、身体障害者手帳、療  
いくてち上う  せいしんほけんふく LてちJう   L 上 L  

育手帳、精神保健福祉手帳の所持にかかわら  
Lんたいてき  せいしん  ちてきし▲うがい  

ず、身体的、精神・知的障害にともない、砲  
ぴエうとう  き そ  

もの              しヤかい    かんぜん の者との平等を基礎として社会への完全かつ  
こうカ・てき  さんか  きまた．  

もの  じ 効果的な参加を妨げられている者（児）であっ  
しきゅう  

ほうりつひつょう て、こ甲法律のサービスが必要であると支給  
みと  たいし∫う  

けっでい                  bの   じ     決定において認められる者（児）を対象とす  

る。」  

し上うがいしヤけんりじ上うヤく               もくでき  障害者権利条約においては、その日的には、  
し申しゅ  し上うへき    そうごきょう  

し上うがい     ひと             「障害のある人には、種々の障壁との相互作用  
ぴようどう  き そ  

た   もの              しヤカ・い により、他の者との平等を基礎とした社会へ  
こうかてききんかきまた  

かんぜん の完全かつ効果的な参加を妨げることのある、  

ち上うき  Lんたいてき  せいしんてき  ちてきまた  かんかくてき   き 長期の身体的、精神的、知的又は感覚的な機  
ひと  j、く  

のうLようがい               きてい 能障害のある人を含む」と規定がなされてい  

こぅかてき  きん か  
しヤかい    かんぜん        る。つまり、「社会への完全かつ効果的な参加  

L▲うがい  がいわん  

きまた                  きじゅん         を妨げられる」ことを基準とした障害の概念  
Lめ  うえ  とくてい  し上うがいしヤ  はいL上  

が示されたと、特定の障害者が排除されるこ  
じゅうぷんちゅうい めいき  

とのないように十分に注意することが明記さ  

れている。  
にほん  げんじ∫う    しんたいきのう  

とっ  しかし、日本の現状では身体機能のみに特  
せましょうがいはんい  

か 化した、きわめて狭い障害の範囲となってい  
じりつLえんほう  たいしlう    だい  じ▲う  

る。「自立支援法」における対象は（第4条）、  
けっき上くかくし上うがいしゅぺつ j．く しIきう  しょうがいしヤ  
結局、各障害種別の福祉法にいう障害者となっ  

とく    LんたいLェうがいしゃふくLはうだい じ▲う  

ている。特に、身体障害者福祉法第4粂では、   
しんたいし▲うがいしヤ  ぺっびょう  かか    Lんたt・L上う し上うがし  
「身体障害者とは、別表に掲げる身体上の障害  

と と う ふ け ん ち じ  
さいいじ上う  Lの                   がある18歳以上の着であって、都道府県知事  
しんたいし▲うがいしヤてち上う  こ うふ   つ  

から身体障害者手帳の交付を受けたものをい  
べっぴ1う  とくてい  きのうし上うかい  かた上  

う」と、別表による特定の機能障害に偏った  
こうちよくにんていきじゅん もと  

リジッド（硬直）な認定基準と、それに基づ  
しんたいし上うがいし1■てちょう  こ うふ  上うけん  めいき  

く身体障害者手帳の交付が要件と明記されて  
じりつしえんほう 

し いる。そのために「自立支援法」における支  
きゅうけッてい  し上うがいていどくぷん  がいとう  
給決定プロセスでの障害程度区分で該当する  
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しきゆうけっていしく 支給決定の仕組みと  

ざい  

財
 
 

の
 
 

ス
 
 

ビ
 
 

サー  

てし、一び－▲い」uんケいぎ  じ亡き▲く～一う  

DPl日本会議 事務局長  

おのうえこうじ  

尾上浩二  
り上う り上うしゅるいき  
利用できるサービスの量や種類が決められ、  

じゅうなんしきゅうけってい  
ひとりもと 一人ひとりのニードに基づく柔軟な支給決定  

こんなん を困雉にしている。  
けんりじ上うヤく   きてい  
しヤかい    かんぜん    こう  権利条約が規定する「社会への完全かつ効  

か てき   さんか    こ じん   じりつお上   じ り つ  みずか せんたく  
果的な参加」「個人の自律及び自立（自ら選択   

L上うがいしヤlまんlこん  

おこな  じゆ う  ふく                  を行う自由を含む）」をふまえ、障害者本人  
い こ う   もと  かんきょうてき上うい人   しヤかいさんか  
の意向に基づき、環境的要因や社会参加の  
せい1■くとう  き上うぎ  ち上うせい  けってい  
制約等もふまえた、協議・調整による決定が  

しくひつ上う できる仕組みが必要である。  
げんこう  し工うがいていどくぶん  はいし    ほんにん  いこう   
現行の障害程度区分ほ廃止し、本人の意向  

せいLん  しんたい  じょうたい  

きほん             を基本として、精神・身体の状態のみならず、  
し十かいさんか  せいゃく  かんき上うょういん  かんあん    しきゅうけっ  
社会参加の制約や環境要因も勘案して支給決  
ていLく 
／か 定する仕組みに組み換えていく。  

LエうがいしヤじL人  しこけってい  ひつ上う   
障害者仁l身の自己決定にもとづいて、必要  

えちいきく なサービスを得ながら地域で暮らせるように  
ほんにん きほん  

していくためには、本人のニードを基本にし  
ていきょうかのう 

しきゅうけっていぎいけん た支給決定とサービス提供が可能になる財源  

かくほLくもと 確保の仕組みが求められる。  

ほんにんきほん 本人のニードを茎本に、  

きょうぎちょうせいしきゆうけっていしく  
協議・調整する支給決定の仕組みへ  
じりつしえんほう    し上うがいてし・と’くぷん    かいごほけん  
「自立支援法」の障害程度区分は、介護保険  

こうもく               に人ていこうらく  ち上うさ おこな の79項目をべ－スにした認定項目で調査が行  

にんていしんさかい はん  
われ、コンピューターと認定審査会による判  

こうもくつい  
ていおこなしく 定が行われる仕組みとなっている。27項目が迫  

かかいごほけんこうもく 加されているが、介護保険の79項目にヒット  
くぷんいじ上う 

かぎで しない限りは区分4以上が出ないプログラム  
に じl土んてtl    へんこうりっ  たか  

である。そのため二次判定での変更率は高く、  
しんさかい かくさ  
審発会による格差もみられる。  

とうじし十うんとう  
わたし          てい き         ょうかい  私たち当事者運動からの提起もあり、要介   
ご に人てい く ぶん  しきゅうげ人とがく   さだ  かい こ ほ  
護認定区分で支給限度額が定められる介護保  

しつし▲うおう 
けんひとりl 険とは衰なり、「一人ひとりの実情に応じて女   
さゆノIけってし▲上二な  しっ  
給決定を行うこと」とされている。だが、実  

L上 うがいていどくぷ′L  

l；jユ     い ら   し 際には「障害程度区分」が大きな位置を占め、  

セルフマネジメント・  
ほんにんちゅうしんしえんけいかく  
「本人中心支援計画」とエンパワメント  
さ上うぎ ち上うせい  しきゅうけってい   し く  
ぎ上う  協議・調整による支給決定の仕組みを、（行  

せいしゅとう   しぎ1うし上しゅと′う  Iiんにん  い こ う  

政主導や事業所主導ではなく）本人の意向に  

ノン 基づくものとするためには、セルフマネジメ  
ぴ－L－あいぴ－ぴ－ほんにんちゅうしん  

き【iん  ij            ントを基本に置くとともに、PC－IPP（本人中心  
Lえんけいカ・く    lまんにん                      L く の支援計画）や本人のエンパワメントの仕組   
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きじゅ人   はんい  ふたんき人   し  
くにとう           れた基準の範囲でしか国等からの負担金が支  

はら               おお    せいヤくょういん         げん 払われず、それが大きな制約要因となり、現  
こっこふたんき じゅん  iぅう  しきゅうけっていきじゅん  

じつ              実には国庫負担基準に応じた支給決定基準を  
もう しちょうそんおお  
設けている市町村が多くなっている。  

しきゅうけっていかく   
ひとりもと  一人ひとりのニードに基づく支給決定を各  
しちエうそん  じゅうなん おこな  
市町村が柔軟に行えるようにするために、ま  
ぎむてきけいひかほんらいしゅし 

し た「義務的経費化」の本来の趣旨からも、市  
ちょうそん とっきい  
上う     ひょ う  たい 町村が実際にサービスに要した費用に対して、  
と とうふけん  いっていわりあい  ひ上 う   ムたん  

くに                し 国、都道府県が一定割合で費用を負担する仕  
くひつょう 組みにかえる必要がある。  

さいぎいたくりょう  その際、在宅サービスの利用については、  
としごと  り 上う しヤ  り上う  いっていへんとう  
年毎に利用者やサービス量が一定変動するこ  

み こ      ぎいげん  王かな             し か     ひつ とを見越して財源を賄えるような仕掛けが必  

上う               くに        し上うがいしヤぜんたい 要となる。また、国レベルで障害者全体から  
ちょうじカ・んかいご  

げあい  けっ    おお        みた場合、決して多くない長時間介護サービ  
ぎいせいてきしえん 

しくひつょう スへの財政的支援の仕組みも必要となる。ス  
ウェーデンでは、パーソナル・アシスタント・  

り 上う しヤ  うち  しゅう  じかん  
こ      は サービスの利用者の内、過20時間を超える場  
あい えるえーえすえすほう  べつ  はうりっ  たいおう  
き そ 合は、LASS法という別の法律で対応し、基礎   

Lやかいきんこ  

じ ち た い            ぜんこく           自治体ではなく、全国レベルの社会金額でそ  
ひょうまかなしく  
の費用を賄う仕組みがとられてきた。  

り上う  こうしたこともふまえて、サービス利用の  
いってい  へんとう  たいJjう  ち上うじカ・んかいご  
一定の変動に対応するとともに、長時間介護  

しち上うそん    ぎいせいてき   ふ か   かんわ  
とう              サービス等の市町村の（財政的）負荷を緩和・  

ち上うせい  ち▲うせいききん  と とうふけん  
調整するための、調整基金を都道府県ごとに  

ぎいせいてきしえんべっとおこな 
せっちしく 設置し、財政的支援を別途行う仕組みをつく  

じりつLえんほう  

ねんしっし る。2006年から実施されている「自立支援法」  
と どうふけん   き き ん   

とくべったし・さく               Lう の特別対策では、都道府県に基金が設けられ  
しゅうぷんかのう  

ていることからも、十分可能なことである。  

ふかけつ  
みが不可欠である。たとえばカリフォルニア  

りようとうじしゃとう   り じ：かい   かl土ん  

では、サービス利用当事者等が理事会の過半  

すうしきかん 数を占める機関（リージョナル・センター）が、  

ヤくわりになきかん そうした役割を担っている。この機関におい  
はんにんきんかく だれす  

ては、本人参画のもとに、「どこで誰と住むか、  
だれ す  
誰とつきあうか、どう過ごすか」と、そのた  

ひつ上う  しえんとう  ないょう    び－し－あいぴ－ぴ」・さくせい  

めに必要な支援等を内容とするPC－IPPを作成  
じゅん  

している。リージョナル・センターに準じた  
きかん  にほん  

きのう   も                ひつ上う 機能を持つ棟関が日本においても必要である。  
し上うがいていとくぷん  は1い し  

ともな    げんぎい  障害程度区分を廃止することに伴い、現在  
にんていしんさかいはいし いっばうしきゅうけってい  
の認定審査会は廃止する。一方、支給決定に  

ばあいたいおう 
ふふくしくしんさ 不服がある場合に対応した仕組みとして審査  
かい  せっ ち  さい  ほんにん  なら    かんけいしヤ  
会を設置する。その際、本人（並びに関係者）  

きんかくしんさおこな の参画のもとで審査を行うものとする。  

しちょうそんじつさい 
よう 市町村が実際にサービスに要した  

ひようざむてせけいひか 費用への義務的経費化を  
じ りつLえん【1う  

ぎいたく 「自立支援法」によって、「在宅サービスも  
ぎむてきけいひか 

ふくじつげんい 含めた義務的経費化」が実現すると言われて  
き 上たくかいご  じゅうどほうもんかいごとう  

いた。しかし、居宅介護や重度訪問介護等の  
ほうもんけい かん ぎむてきけいひ  
訪問系サービスに関しては、義務的経費とし  
ふたん  くに  さだ     こ っこふたんき じゅ人  
て負担するのは、国が定めた国庫負担基準の  

ぎいたく 
はんいかぎふく 範囲に限られている。「在宅サービスも含めた   
ぎ む て き け い ひか  じっさい  しち上うそん  
い              義務的経費化」と言うならば、実際に市町村  
ょう     ひエ う  たい       くに   と と■う がサービスに要した費用に対して、国、都道   

ふ けん  せさlこん  

j．たん Jjこな      ほんらい 府県は責任をもって負担を行うのが本来であ  

る。  
けんさい   じりつしえんIiう  しょうがいていごくぷん   
現在、「自立支援法」では、障害程度区分に   

り上うし1うIrん   

しと       ひと り           Lう 基づいて一人ひとりの利用上限が設けられる  

しょうがいていどくぷん 
き わけではないが、障害程度区分ごとに決めら  
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たいいんそくしん けんりようご  

ちいきいこう 地域移行・退院促進・権利擁護  

や圭一しがくいんだいがく はうぴ（．示 せいじぎ一うせいゲっか  

山梨学院大学法学部政治行政学料  
たけばたひろし   竹端 寛  

けんり上うご   
このプロジェクトチームにおいて権利擁護  

けんとう     さい  きょうつう lこんしききIfん  

について検討する際、共通の認識基盤におい  
のうり上くLゆぎ  しょうがいしヤ  さ王ぎま  

たのが、「能力主義ではなく、障害者を様々な  
けんりんLみん 
とらLてん 株利を持つ市民として捉える」という視点で  

にゅうし上Lせつ  せいしんかびょういん  ちいきいこう  
ある。入所施設や精神科病院からの地域移行・  
たいいんそくしん ちいきじりつせいかつ  
退院促進や、あるいは地域自立生活における  
けん り 上 う ごかたい   ぎろ ん  
さい          し てん   ムヒ 権利擁護課題を議論する際も、この視点に基  
けんとう いか ないょう  

づいて検討をした。以下、その内容について  
ふ  
触れていきたい。  

き上1ニゆう せいかつけいたい  せんたくけん  

居住・生活形態の選択権がなければならない。  
せんたくけん  かんれん  

せんたくしゅたい      し▲う  ただ選択権に関連して、選択主体である障  
がいしヤほんにん  ちlうきかん  にゅうし上 にゅういん   

し 害者本人が長期間の入所・入院を強いられて  
けっか  しせつ  び上ういんいがい    せいかつ  そうぞう  

きた結果、施設・病院以外での生活を想像で  
ふかあきらもばあい  

きなくなる、あるいは深い諦めを持つ場合が  
はんにん  せんたく  

つ    卜     しえんしヤ ある。また、本人の選択を受け止める支援者  
のうり上くしゅぎてき   Lてん   も  ち いき い  
が能力主義的な視点を持つかどうか、地域移  
こう  たいいんそくLん  せいこうじれい  たく き人 L  

行や退院促進の成功事例を沢山知っているか、  
ほんにんあきらきはうか 

などこと 等によって、本人の諦めを希望に変える事も  
こうじゅつ    とう じLヤ  

ねんお             かのう          念押しすることも可能だ。後述する当事者エ  

Lぎ1一＝1    しえんしヤ     きい ンパワメント事業や、支援者への再トレーニ  

とう  ひつ上う ング等も必要となる。  
とくてい  せいカ・つようLき  せいかつ  

ざ む  また、「特定の生活様式で生活するよう義務  

ほし▲うためLfんし上う づけられないこと」を保障する為には、現状  
に叶うし1しせつ  せいしんかび1ういんいがい  

せいかつ   む では入所施設や精神科病院以外での生活は無  

IJ二んなんム：んるい 理だ、と「困難ケース」に分類（ラベリング）  

しょうかいしヤしみん     ちいきせいかつ  じつげん  
されている障害者市民こそ地域生活が実現す  

せいさくてきしえん  じゅう上う  ちてさLょうかい  
るような政策的支援が重要である。知的障害  
L↑－  【こゆうし上しせつ  せい  
者の入所施設をゼロにしたスウェーデンや精  
しんかび上ういん  かいたい  
とう  ちし・き い こ う 神科病院を解体したイタリア等、地域移行・  
たいいんそくしん  Lっせん  おお    ナす  ちい き  き上つ  
退院促進の実践が大きく進んでいる地域に共   

ちいきいこう  たいいんモくしん lナんりようこ  

地域移行・退院促進と権利擁護  
けんりじ上うヤく   だい  し上う  
し1うがい       ひと  権利条約の第19条では、「障害のある人が、  

き上じゅうちおよ  
た   らの    ひエフ■と■う  き そ          他の者との平等を基礎として、居住地及びど  
だれせいかつせんたくきかいゆう こで誰と生活するかを選択する機会を有する  

とくてし・ せいかつょうしき  せいかつ  
なら         こと、並びに特定の生活様式で生活するよう   

Lヤカ▲いてきにゅういん にゅう  

ぎ レ                            義務づけられないこと」と、社会的入院・入  

L上   さ べつ              き てい              じゅうらい 所は差別であることが規定されている。従来  
のうりェくしゅぎ  カ・んてん  ほんにんいがい  せんbんカ▲  
の能力主義の観点では、本人以外の専門家が  
に－少ういんl二れ1し1  Uつ上うせい   てい ぎ  

入院・入所の必要性を定義してきた。だが、  
ぴ1うどう  

し上う  し〆）            た   も♂ノ     この19条が示すように、「他の者との平等を姦  
し上うがし・し1し入んじしん  

鹿」とされた障害者市民l：l身に、まずもって  
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りょうしゃほうてきけん  
さもとかいけつ 査に基づく解決のあっせん、利用者の法的権  

り上うごじちたいてい 利の擁護および、自治体もしくはサービス提  
き上うしヤ   かんこく             かいぜん         ほあい 供者への勧告や、それでも改善されない場合  

はうてきそちおこな  
なん には何らかの法的措置を行う。  
きかん   りょう しゃ  けんり   上 う ご  

そくしん  この機関は利用者の権利の擁護および促進  
だulいちぎてき かんが  ぎ1うせいないぶ  カーんさ  

を第一義的に考えるために、行政内部の監査・  
どくりつせい    だいきんしやせい  

かんとくぷも人     こと          監督部門とは異なる独立性（＝第三者性）が  

ひつ上う  ぐたいてき  り上うしゃがわ  
必要とされる。具体的には、利用者側のエン  

けんり 上 う ご  はか  たちば   
とお             めい パワメントを通した権利擁護を図る立場を明  

かく  うんえい  とう じしヤ  ちゅうしん  
確にするために、運営は当事者を中心とした  

じぎ上う  こうじゅつ   だいひ▲うしヤ  
ちい き                      地域エンパワメント事業（後述）の代表者か  

ひょうぎかい    じっきい  そうだん  ち▲うさとう  
らなる評議会が、実際の相談や調査等はその  
ひエうぎカ▲い  もと  
いいんかい             おこを 評議会の下におかれた委員会が、それぞれ行  

じぎ上うしゃ  ぎ上う  
こと  もと                            う事が求められる。またサービス事業者や行  
せいかぞくとう けんりしんがいみと 
ばあい 政・家族等は、権利侵害が認められる場合、  
じょうきいいんかいつうほう 
ぎむお 上記委員会に通報する義務を負う。  
こうしヤ  ちいき  
じぎ▲う    しちょうそん  後者の地域エンパワメント事業は、市町村  

いたく 
せっちじぎ上う が設置または委託をする事業で、ピアカウン  

ていき上うちいきく  
とう セリング等のサービスを提供し、地域に暮ら  

し上うがいしヤ                   おこな    じ り つ  しヤ す障害者のエンパワメントを行い、自立と社  
かいさん か  そくしん  はカ・  
もくてき      じぎ上う 会参加の促進を図ることを目的とする事業で  

じぎ上う  し上うがいしヤしみん  けんりけいせい   
かく ある。この事業は障害者市民の権利形成・獲  

せいしつヒlう  じりつせいかつ  

緯を昌晶す輩菜という性質上、自立生活セン  
し▲うがいとうじしヤ  いしけってし・  

ターをはじめとする障害当事者が意志決定の  
きかん 

かはんすうしにな 過半数を占める機関がそれを担い、ピアサボー  

してんじっLひつょう トの視点から実施することが必要である。  
こ人‥ニけんとう  し上うがいし1Jぎ十くたいはうしほう  し▲う   

なお今後検討される障害者虐待防止法や障  

かいしヤきべつきんしほう    ゆうきてきれんけい  もと 害者差別禁止法との有機的連携も求められる。  

つう  じゅうどし1うがいしゃ  ゆうせんてき  たいし上う  

通するのは、重度障害者を優先的な対象にす   
じょうけん ととの  

せんリセく         う   い          のう る戦略である。「受け入れ条件が整えば」と能  
り▲くLゆぎてき  かんが  たいしlう  

力主義的に考えればいつまでもその対象から  
じゅうどしようがいしヤ  

はず                  ま   きき  ち 外されてしまう重度障害者こそ、真っ先に地  
たいいんそくしん  たいし上う  かのう  

いき い こう                    域移行・退院促進の対象にする。それが可能  
じゅうたくほし上う そう  

になるように、住宅保障やホームヘルプ、相  
だん し えんたいせい  とうじしヤ  じぎ上うか  
談支援体制、当事者エンパワメントの事業化  
とうせいさくてききほんつく だいたんほうこう  
等の政策的基蛙を作る、といった大胆な方向  

てんかんもと 転換が求められている。  
ヒ ヒ うふけ■ん  L上う   

かのう                      これらを可能にするために、都道府県は障  
がいしゃほ人にん  いこ う   こべついこうけいかくきくてい  
もと        害者本人の意向に基づいた個別移行計画策定  

いこうけいかくじっし 
おこなあち を行うとともに、移行計画実施に当たって地  
いき じ りつ おこな  きl∫んせいぴ  しゅっしんちしち▲うそん おこな  

域自立を行う基盤整備を出身地市町村が行う  

ひつ上う ようにしていく必要がある。また、そうした  
ちいき じ り つ  はし上う  
くに  ちいき じ り つ 地域自立を保障するよう、国は地域自立への  
ゆうとうてきせいさく ぎいせいてきせきにん 
お 誘導的政策をはじめ、財政的責任を負うべき  

である。  

ちいきじりつせいかつ  けんりよう亡  
地域自立生活と権利擁護  
ちいきじりつせいかつかん けんりしんがい   
地域自立生活に関しては、権利が侵害され  
ちようさ  かんこくなど   きゅうきい  しえ人  

さい      つう       た際に調査・勧告等を通じて救済を支援する  
と とう ふけんた：人．い  こうてさ  こういきがたけんり ょうこきかん  
都道府県単位での公的な広域型権利擁護機関  
しようがいしヤしみん  けんりしゅたいしゃ  

にんしき と、障害者市民が権利主体者としての認識を  
けいせい  かくとく  しちlうそんたんい  

しえん     形成・獲得できるよう支援する市町村単位の  
ちいき じぎ上うひつ上う  
地域エンパワメント事業が必要とされる。  

ぜ人しヤ  こういきがたけんり ょうごきカ・人     しょうがいしヤLみん   

前者の広域型権利擁護機関は、障害者市民   
にゅうし1 にゅういんしヤ  j．く  りようしヤ  かぞく とう   
かん （入所・入院者も含む）、利用者の家族等の開  

けんり しんがい  かん  
けいしヤ           ていき上うしヤ             係者、サービス提供者などから権利侵害に関  
つうlユう                    そうだ人  J．う    ち上う する通報があったとき、その相談に応じ、調  

DPlわれら自身の声／vol．24－1  19  



重度訪問介護等介護派遣サービス実態調査  

障害者の地域生活確立の実現を求める大行動実行委員会  

Ⅰ．概要   

■調査の背景と目的   

重度訪問介護は重度の障害者が地域で生活していくための重要なサービスである。  

しかし、福祉人材の確保とりわけ介護派遣の人材確保が困難であることは既に、厚生労働省自身が認め  

るところであり、更に、身体介護などと比較して単価が低い重度訪問介護のための人材確保は困難を極  

めている。重度訪問介護を担う事業所では、人材確保ができないためにサービス提供が困難になり、利  

用者のサービス利用の権利が侵害される事態にまで立ち入ってきている。   

私たちは、重度障害者が安心して地域で暮らしていくことができるための事業のあり方について各方  

面に対して積極的な政策提起を行っていかなければならないと考えます。   

そのために今回、重度訪問介護等に関して、事業者、ヘルパー、利用者のそれぞれの状況に着目した  

自主的なサービス実態調査を行いました。  

■調査対象と調査方法   

調査は全国の重度訪問介護事業を行う事業者、利用者、ヘルパーを対象に電子メー／レ、ホームページ 

nlX等により協力を依頼した。またヘルパーを対象とした調査は本年1月から2月にかけて1次調査を  

行っている。2008年4月25日より調査票を配布し、5月26日までに電子メール、㍑、郵送などで  

回答を得た。回答数は事業所54、利用者151、ヘルパー877（一次調査含む）である。  

■調査対象事業所の概要  

●回答のあった事業所数は54箇所で、その半数以上は重度訪問介護の派遣時間が事業所の全派遣時間  

のうち8割を占め、、また全体の利用者数のうち47％は障害程度区分6で占められ、重い障害を持つ者  

への介護を主に担っている事業所が多い。  
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Ⅱ．人材不足の現状   

■離職率   

全体を通じての平均離職率が22％、特に非常勤職員の離職率は26％という高い数字となった（表  

1）。また離職率20％を超える事業所がはぼ半分（49％）を占め、離職率30％以上の回答も3分の1  

に及び（図1）、多くの介護職員が現場を離れていっている状況が伺える。  

表1・平均離職率  

全体   22．9％   

非常勤   26．60％   

図1事業所離職率  

田10％未満 口20％未満 n30％未満 ロ30％以上  

■募集と採用状況   

これに対して、ヘルパーの応募をしても、月平均で2．3人しか面接に至らず、事業所が採用したヘ  

ルパーは14．8人にとどまり人材の確保がままならないことを示している。  

表2・面接数と採用人数  

平均面按人数   2．3人／月   

平均採用数   14．8人／年   
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■人材確保の困難さ  

「人材確保において事業所が何に困難を感じているか」の問い（複数回答可）には、「男性の応募が少  

ない」の項目が最も多く、次に「時間帯により偏りがある」（早朝夜間などが集まりにくいなど）が続  

き、「泊まりの介護をできる人がいない」「応募が来ても採用まで至らない」という回答も多くなってい  

る。長時間かつ、身体介護を伴う同性介護といった重度障害者のニードに沿った人材の確保が、特に困  

難になっていることが分かる。  

図2一求人に際して、人手を確保する上で因っていることはなんですか。  

応募が来ても採用まで至らない  

女性の応募が少ない  

男性の応募が少ない   

サービス提供責任者の確保がむずかしい  

泊まりの介護をできる人がいない  

時間帯により偏りがある  

0  10  20  30  40  

Ⅲ．ヘルパーの雇用と労働環境   

■給与   

常勤職・ヘルパ・一の賃金については、常勤職員の初任給が平均159，705円、同平均月収が21  

0，078円、非常勤職員の平均時給は967円と一般の事業所や同業他職種を大きくに下回る結果と  
なった。（表3～5・）  

表3・常勤職員大卒初任給  159，705円  

※参考 全産業の大卒初任給198，800円、医療福祉職は186，000円 （平成19年賃金構造基本統計より）  

表4・常勤職員平均給与額  210，078円  

※参考 一般労働者の平均賃金 301，100円 （平成19年賃金構造基本統計調査）  

表5・非常勤職員平均時給  967円  

※参考 訪問介護員平均時給1071円 （平成18年度 介護労働安定センター 調査）  
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■昇給一年齢給、経験給   

昇給については4割の事業所が常勤者の昇給も「なし」となっており、非常勤にいたっては勤続年数  

によって時給があがる事業所は2割に満たない。  

表6・昇給制度がありますか？  

昇給あり   昇給なし   

常勤   61．1％   38．9％   

非常勤   19．6％   80．4％  

この結果を反映して、常勤であっても昇給がない、もしくはあってもほんのわずかであるところが多  

く、年齢給や勤続年数の階層別に見た賃金は緩やかな上昇をとなっているものの、将来にわたり安定的  

に働くには充分なものとなっていない。  

表7・常勤職員の年齢階層別別平均貸金  表8・常勤職員の勤続年数別平均賃金  

年齢階層   平均賃金   

20代   190，000円   

30代   198，000円   

40代   231，000円   

50代   177，000円  

勤続年数   平均賃金   

1年未満   161，000円   

3年未満   182，000円   

5年未満   190，000円   

10年未満   202，000円   

10年以上   224，000円   

暮職員・介護者の心身の状況   

常勤者では私生活があまりないという者が全体の半数を占める。（図3）  

「 

‾¶‾【  

図3・生活・心身の状況について、あてはまるものすべてを選  

んでください  

三年内に賃下げがあった  

腰痛等がある   

ストレスが解消されない  

慢性的に寝不足  

食生活が不規則  

私生活があまりない  

0％  10％  20サi  30％  40％  50％  60％  

私生活が食生活が個性的にぎストレス腰痛等が三年内に 

あまりな不規則寝不足jが解消さある 賃下げが  
一「－－→－－－－－ 【 －【⊥・－Ⅷ・－－・…“－ Ⅳ一－－一肌 一－一－→・－ 

口非常勤 23．7％  25．5％ 12．7％17．8％  38．0％  29．7％  
■常勤   54．9％ 52．7％ 26．6％  43．3％ 45．1％ 28．2％  
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家族と過ごす時間や、好きなことにつかう時間を犠牲にしつつ、明日の見通しも立たないず、ほとんど  

昇給の見込みがない。この状況がm生続くと考えると、将来への不安を抱かざるをえない。   

これに対して介護職を続けたいと考えている者は半数いるが（表9）、裏を返せば、この「やる気」  

によってかろうじて現場が支えられている状況だとも言える。  

表9・今後も介護職を続けようと思いますか？  

42．6％   

引ナたい   31．6％   

ばやめたい   10．2％  

2．6％  

13．0％   

やり続けたい  

細々とでもやり続  

他にあてがあれ  

早くやめたい  

その他  

■事業所の人権比率   

低賃金、過重労働を強いられているが、事業所の人件費比率は全体平均で約78．8％にまで達しており、  

約半数の事業所が人件費率80％以上である。収支がマイナスになっている事業所も15事業所（全体の  

31．9％）あり、いくら他の経費を削っても事業所としては報酬単価があがらなければ、これ以上人件費  

率を上げることも困難な状況まできている。（図4・表10）  

4・事業所人件費率  

／  

．
－
．
 
 

表10・事業所人件費率  

人件費率   事業所数   ％   

80％以上   32   48．9％   

60％以上   19   42．2％   

40％以上   4   8．9％   
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Ⅳ．利用者への影響  

■新規サービス利用依頼への対応   

このような状況から、派遣現場やサービスを利用する障害者の生活にも影響が出ている。各事業所で  

は新規の利用者を受け入れできない状況も出てきており、昨年1年間の新規利用が2人以下だった事業  

所が6割近くを占めた。（0人＝19％、1人＝25％、2人＝13％）（図5）  

画㌃面両面輌如j用者数  －3．7％   

駁  
殴3～5人  

臼6′｝1 □11人  

【事業所が見つからない、ヘルパーがいない、生活ができない！～利用者の声～】  

■利用者アンケートの自由記述欄には、重度訪問介護のサービス提供事業者を探すのが困難であったと  

いった事例も寄せられている。  

●（事業所に）電話をかけても、「できない、やれない、やらない」とか言って断られた。サービス提   

供責任者と詳しく話すこともないまま断られる。そういう時は「どうでもいいや」とか「死んでも   

いいや～」と思うときがある。  

● 特に土日祭日の泊り、日中のシフトが細切れ状態だったり見つからなかったりする。また、毎月月   

末になるとそのくり返しがあり精神的及び肉体的な負担が（不安も）大きい。  

● 夜間の泊り介助がやめる事になり、代替えの人を探すのに半年以上かかり大変だった。トイレと入   

浴が合体しており、人が探せず因っている。（ことに日曜日）  

● ヘルパーが退職して、事業所から派遣してもらえる人がいなくなった。事業所自体が営業を止めて  

しまった。  

● 特に重度訪問介護サービスでは報酬単価が安く、市内で一ケ所もサービスを利用できる事業所が見  

つからなかった。  

● 地域生活支援事業のほうが単価が高いので重度訪問対応の事業所がなかなか見つかりにくい。  

● 泊り介護の出来る事業所（がない）。身体介護でないと受け入れてくれない。  
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障害の範囲に関する資料  

Ⅰ 論点整理  

①障害者自立支援法の障害の範囲の見直しにおいては、障害者手帳をもっている人はもちろんのこと、   

障害手帳をもっていない難病等やいわゆる発達障害、高次脳機能障害においても対象とし、医師の意   

見書、勘案事項、1週間の利用計画表、地域の審査会の意見等の支給決定過程で福祉のサーービスニー   

坤。支援が必要   

と認められるにもかかわらず、サービスを利用できない現状では、非常に危険な状態に当事者を孤立   

させています。孤独死対策や緊急対応、若年者の家族からの自立を含めた対策は急務です。  

②現在の障害者自立支援法の（定義）第4条では、身体障害者福祉法の対象者だけに限定されています。   

難病等も含まれるように、見直しにおいては包括的な定義に改正してください。  

③福祉と医療を整理した協議が必要です。福祉施策においては、そのニーズに基づいて対象を規定し、   

義務的経費である障害者自立支援法によって、全国どこに畔   

きるようにしてください。  

④畔要件等   

で解決できる問題となっています。  

Ⅱ 国際比較でも欧米の対人口比20％程度に比べて、日本では5％程度と障害の範囲は狭い。使われ   

ている障害関連予算も対GDP費でアメリカの2分の1程度にとどまる（表1、2参照）  

表1 国際社会における日本の障害者人口比  

（Statistics on SpecialPopuLation Groups Series Y No．4  

Disab‖ity Statistics ConlPendium United Nations New York．1990）  
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表2 0ECD諸国内における日本の障害等の支出対GDP比は極めて低水準  

障害等分野社会支出 対国内総生産比（％）  

（2001年、国立社会保障・人口問題研究所作成資料より）  
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Ⅲ 支給決定の方法をEC等と比較しても、障害者手帳を要件として、入り口で規制している国は見あ   

たらない。サービスのニーズによって要否もふくめた判定を行っている。  

＜出典＞ヨーロッパの福祉サービスにおける障害の定義一障害者の範囲および対象者認定方式の現状－2006年3  

月22日日本社会事業大学社会福祉学部3年次佐藤ゼミナール  

浅井万梨子、五十嵐由貴、海老沼良晃、鈴木善博、張悦、舟津千鶴、増田有佳里、佐藤久夫（担当教員）より抜粋。   

表 315カ国21の障害者福祉制度の障害（受給資格）評価の傾向  

基準と評価尺度  

厳密   柔軟   

評  医療職  Aタイプ 6制度   Bタイプ5制度   

価  ■ベルギー・統合手当   △オランダ・WVG  

Hスペイン・年金の介護加算   △デンマーク・LSS  

決  △ドイツ・介護保険   「アイルランド・移動手当   

定  ■イダノアー付き添い手当   ■アイルランド・介護者給付   

職  ■オーストリアー介護手当  ◎ノルウェー・SAA  

員  ■ギリシャ・介護手当  

SW  Cタイプ3制度  

△フィンランド・障害者サービス提供法  

△スエーデン・LSS  

◎スエーデン・社会サービス法  

行政職  Dタイプ1制度   Eタイプ4制度  

■イギリス・DLA   ■アイルランド・CAA  

■フランス・ADPA  

tスエーデン・障害者手当  

■ポルトガル・介護給付  

学際チー  Fタイプ1制度   Gタイプ1制度  

ム   ■スペイン・生活保護の介護加算   ■ベルギー・DP  

下線部は南ヨーロッパ、その他は西一北ヨーロッパ。◎現物給付△現物または現金給付1現金給付  

日本と比べて…・いくつか参考になる重要な点が浮かび上がってきた。 第1に、あらかじめ手  

帳制度で（つまり原因疾患や機能障軍の種類・程度で）「入り口規制」を榊も  

これらEU15カ国にはなさそうであると言うことである。法律の目的に従って、つまり、ニーズで利用  

対象者を定義することが一般的である。 ところが障害者自立支援法では、第4条で障害者を定義して  

いるが、そこに定義はなく、身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、精神保健福祉法、児童福祉法にい  

う者であるとしている。  

Ⅳ サービスを必要としている難病等の例   



難病等においては、病院近辺の居住が必要等の理由で－一人暮らしをする方の緊急対応や介助保障、十  

分な資産形成前に発症した若年者等の生活支援を含めた自立支援は急務となっている。「急に症状が悪  

化したが、連絡することもできずに自宅で倒れていた」「緊急な対応が必要であったにもかかわらず、  

手遅れになった」等の声も寄せられている。上かし、現在の障害者自立支援法では入口の要イ牛として身  

体障害者福祉法の障害者手帳の保持が要件となっており、サービスを利用できない現状。難病である多  

発性硬化症を例にみると、全身のいたる箇所に脱力、痛み、視覚障害等が多発する。障害者手帳の基準  

のように、限定された一カ所の症状、機能障害については波があり認定されないが、症状が多発する状  

態は継続しており、体力的な制限がかかり続けていること、日常生活、社会参加上の制限の継続は誰が  

みても明らかである。  

東京都国分寺市が実施した難病等の調査。障害者福祉計画策定にむけた実態調査より抜粋  

①総人口 116，575人  

②市内在住の難病手当を受給するすべての人を対象にアンケート依頼 965人  

＊東京都が指定する難病医療費助成対象者と生活保護受給者が対象  

③回答者 616人 回答率63．8％  

④障害者手帳をもっていない難病者  379人 （61．5％）  

内60歳以下で障害者手帳なし  126人 （20．5％）  

手帳をもっていない難病等の人すべてが福祉サービスを必要としているわけではない。  

⑤特に支援が必要となる一人暮らしで60歳以下、障害手帳なしの方  

⑥日常生活で必要としている介助の内訳 （次ページ表4参照）  

23人 （3．7％）  

40歳以下の手帳なしでは家事支援が中心 5人程度 （対人口比で0．0042％程度でしかない）  

40歳以下で成人の手帳なし身体介護は  1人程度  

多 

必要な方がメイン。区分でもIADL項目に該当する区分1、2の方であるので、  

く必要なわけではない。週のスポット的短時間支援でも効果的に支援が可能。  

⑦職を持たない方で仕事を探している方で障害者手帳なし 21人 （3．4％）  

⑧職業訓練（障害者手帳がなくても受けれる）を受けている人 0人 （0％）  

＊障害者手帳がなくても受けることのできる就労施策が機能していない。  

4 難病等において支給決定の際に必要となってくる視点   

「特定疾患患者の生活の質（QOL）の向上に関する研究」班 主任研究者 中島孝 国立病院機構新  

潟病院 副院長等二〉 においても、現行の障害者手帳が入り口の要件になっており、障害者自立支援法の  

対象にならないことが指摘されています。又、HIV等ですでに認定項目として利用されている項目につ  

いては、おなじように、難病等にも有効に機能することが確認されています。  

①障害者自立支援法の支給決定見直しにおいては、難病等の内部障害の特性を反映するために、下記の   

項目を加える必要があります。  

a日中において、30分以上横になる等の安静が必要となる強い倦怠感及び易疲労が   

1 ほとんどない  2 月に7日以上ある  3 毎日ある  

bデスクワーク程度の軽作業を超える作業の回避が   

1 必要ない  2 必要である  

c過去6ケ月以内に受けた治療には「その他（ ）」の欄をもうけ、難病等において継続的に必要とな   

。、 る免疫抑制剤やインスリン治療等も書き入れることができるようにすることまた下記の項目を付   

け加えること。   

＊長期にわたる密な治療、厳密な服薬管理が   

1 必要ない  2 必要である  

d主治医の意見書における各疾患等における留意点については現在別途取りまとめ中。   



表 4  日常生活上で必要な介助   
＊家事支援のニーズがメインであり、自立支援法の対象年齢となると人数も少ない。対人口比では0・0042％程度   
＊家事支援は単に家事だけでなく、負担軽減された体力分を就労等の社会的活動に向けることができる   
＊週のスポット的短時間支援でも効果的に支援が可能。人の目が入ること、事業所との繋がり等により地域での孤立も防げる  
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地域生活への移行に関する状況について  施設入所者の   

速報値  
※2，586施設からの回答を  

〈H19．10．1現在〉  
集計（副文率約92％）  

〈H17．10．1現在〉  

138，620人  139，009人  入所者数   

▲0．3％（▲389人）  

供する新規入所  
〈入所者数増の内訳〉  〈 入 所 者 数 減 の 内 訳 〉  
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唖舌への移行状況  

〈H17．10．1→H19．10．1〉  

6．7％（H17．10．1入所者数をベースとして地域生活へ移行した割合）  9，344人  地域生活へ移行した者  

〈地域生活へ移行した者の住まいの場の内訳〉   

同年ミ舌揺肋   福祉ホーム  通勤寮（旧法）   一拍伸幸   公営伸幸   ね  王 胤   その他   

2270人（24．3％）  1661人（17．8％）  195人（2，1％）  ‖2人（1．2％）  1072人（‖．5％）  190人（2．0％）  3642人（39．0％）  202人（2．2％）  
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障害等分野社会支出 対国内総生産比（％）  

（2003年、国立社会保障・人口問題研究所資料より）  
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平成20年7月 15日  

社会保障審議会障害者部会   

部会長 潮谷義子殿  

日本発達障害ネットワーク   

代表 田中 康雄  

発達障害者支援施策について   

この度、私ども、日本発達障害ネットワークにこうした形での意見を出させていただく  

機会を与えてくださいましたことに心よりの感謝を申し上げます。  

1．発達障害を障害者福祉サービスの対象として明文化し位置づけること   

平成17年の発達障害者支援法の施行以降、発達障害に対する社会的認知が進  

み、発達障害のある人を対象とした支援体制整備が進められてきました。しかし、発達  

障害は、いまだ障害者福祉サービス体系のなかで明確に位置づけられていません。  

必要な支援が提供される根拠として、障害者福祉サービス体系を決める障害者自立  

支援法の法律の本文において、自閉症、ADHD、学習障害等の発達障害をサービス  

の対象者として明記することを最優先に要望します。   

また、障害者自立支援法は、3障害を統合したものとして評価されていますが、全て  

の障害のある人を含んだものとはなっていません。発達障害をはじめ高次脳機能障害  

など狭間にある障害も含め、支援を必要とするすべての障害のある人が必要な支援を  

受けられるような制度とするよう強く要望します。このためには、障害のカテゴリー毎に  

区分した制度ではなく、手帳制度を含め障害福祉制度全体を、ノンカテゴリーで全て  

の障害を包み込む「総合福祉法」「総合的な福祉制度」に転換することが必要だと考え  

ます。  

2．障害程度区分認定の見直しに関して   

発達障害のある人への支援ニーズ評価の基礎となる障害程度区分認定に関して、  

現在の調査項目、判定基準は、支援の基本的な方針がないままに、異なる支援ニー  

ズを評価しているため、一次判定・二次判定ともに非常に複雑で、整合性を欠くものと  

なっています。発達障害のある人の支援ニーズは、身体介護を基本とした調査項目、  

判定基準には馴染みません。すでに、専門家の障害程度区分の妥当性の評価結果  

（別添資料ご参照）からも明らかになったように、現状の調査項目、判定基準は明らか   



に妥当性を欠くものとなっています。  

発達障害のある人に適切な支援サービスを提供するためには、発達障害のある人に  

対応できる調査項目、判定基準の項目の設定と、運用における明確な方向付け、が  

必要不可欠と考えます。   

現行の障害程度区分の改善提案としては、将来的には、生活困難度（適応状況）を  

質的および量的に評価できるような評価方法の導入が必要です。しかし、ともかく、現  

時点では、自閉症および広汎性発達障害、ADHD、学習障害等の発達障害の重症  

度評価を量的な視点も組み入れつつ、明確化していくことが望まれます。例えば、自  

閉症・広汎性発達障害では、PARSなど、すでに活用可能なアセスメント・ツールを採  

用するなど、発達障害のある人の支援ニーズを適切に把握する取り組みを行っていた  

だくようお願いします。  

3．自立を支援する支援の枠組みの必要性  

発達障害は脳機能の生来性の障害に起因するものであり、早期からの継続的支援  

を行うことで、よりよい自立への歩みを進めていくことができます。支援せずに放置して  

おくと結果的に障害程度が重くなるといえます。障害程度区分が重度になるということ  

は、当事者の自立を考える上で、決してあってはならないことであり、より前向きに、支  

援の効果や有効性の観点に立ち支援が提供されるべきです。   

科学的根拠のある支援方法の調査研究に十分に取り組み、早期からの本人支援と  

家族支援に対して、サービスメニューを具体化し、質の高いサービスに相応の単価を  

付けていくことが当事者の自立につながる方向性の1つと考えます。特に発達障害の  

ある子どもの場合、児童に対する支援サービスとして、例えば、社会的技能の向上を  

目指すスキル・トレーニングや、ペアレント・トレーニングなどの家族支援が必要となりま  

す。こうした支援サービスが障害児福祉サービスとして明確な枠組みのなかで提供で  

きるように、必要な相談・支援事業を位置づけていただきたいと思います。   

また、十分な支援を受ける機会を得られずに、すでに成人期になった発達障害のあ  

る人とその家族が、適切な支援サービスを利用できず、全国で生活困難な状況に置  

かれています。発達障害のある人の障害特性を理解し、成人期向けのスキル・トレー  

ニングを開発し、地域生活支援のなかで実施することや、就労移行事業のなかでの中  

間的な目標設定を行っていくことで、より多くの人が自立への歩みを進めることができ  

ると考えます。発達障害の成人向けの相談・支援事業の検討・実施を要望します。   

就労支援においては、就労技術の向上だけでなく、社会的対人面での不安への対  

応といった心理的なケアも重要であり、ストレス・マネージメントなど、さらに細やかな就  

労支援の提供を要望します。   



4．支援が全国同じ水準で提供できるようになる必要性  

現在、発達障害のある人への支援においては、地域間格差が顕著であり、同じ日本  

に生まれながら生まれ育つ地域によって支援の質と量において大きな差異が生じてい  

ます。全国のどの地域においても同じような支援が提供できるようにするためには、支  

援サービス提供者が一定水準の専門性を有することが必要ですが、それが十分に保  

障されていません。支援ニーズの適切な把握方法や、有効な支援メニューについて、  

全国で均等に実施できるようにするための、実のある研修を拡充することを要望しま  

す。   

その際、当事者団体が果たしている役割を正当に評価し、当事者のなかから早期の  

障害受容などに貢献できる人材の養成を支援することが望まれます。こうした当事者  

の参画を図っていくことは、当事者の生きがいを育み、人権保障にも繋がります。当事  

者団体が地域において機能できることで、地域の支援の質が向上することを施策的に  

位置づけることが、公的なサービスの質の向上にもつながると考えます。  

以上   
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障害程度区分106項目による広汎性発達障害評価の積討  

専門家による106項目の評価結果  

内山登紀夫＝、行広 隆次2〉、安達  潤3）、井上 雅彦4）、神尾 陽子5）、  

栗田  広6）、杉山登志郎7）、辻井 正次8）、市川 宏伸9〉  

1）大妻女子大学、幻京都学園大学、3）北海道教育大学旭川枚、4）兵庫教育大学、5）九州大学大学  

院人間環境学研究院、引金国衆育相談センター、7〉あいち小児保健医療結合センター、8）中京大  

学社会学部、汀都立梅ヶ丘病院  

Ⅰ，はじめに   

平成18年4月より障害者自立支援法が施行されることが決まった。本法において福祉  

サービスの支給を受けるには、利用申請を行い、介護給付、訓練等給付のいずれを希望す  

る際にも市町村において障害程度の区分の一次判定が行われ、審査会における二次判定を  

へて、障害程度区分の認定がなされることになる。その後、勘案事項調査とサービス利用  

意向の聴取をへて支給が決定されるのが一連の流れである。したがって障害者自立支援法  

の施行に伴い、障害者の介護ニーズ、訓練等のニーズを判定する指標が必要になる。   

現在、客観的な指標に基づき介護の必要度を判定する尺度は、介護保険による要介護認  

定基準しか存在しない。現行の要介護認定基準は高齢者の加齢による介護ニーズを対象に、  

身体介護等の介護サービスの必要度を予測する指標として開発されたものである。これを  

身体障害者、知的障害者、精神障害者のいわゆる≡障害に適用した先行研究において要介  

護認定基準を一部改変した障害程度区分判定のための106項目が設定され、この項目が三  

障害に適応できるかどうかを検討する試行事業が実施された。この106項巨とは介護保険  

における要介護認定の認定調査項目（79項目）に、①多動やこだわりなど行動面に関する  

項∃、－3話がまとまらない、働きかけに応じず動かないでいるなど精神面に関する項目及  

び③調理や買い物ができるかどうかなど日常生活面に関する項目（27項目）を追加し、  

106項目としたものである。この106項目尺度を身体障害者、知的障害者、精神障害者計  
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1790人に対して用いる試行研究の結果、仝障害合わせて96％の者が要支援以上の判定と  

なった。障害種別では、知的障害で97．6％、身体障害で96．8％、精神障害で94、6％であり、  

いずれの障害においても、ほとんどの人が要支援以上に判定され、一定の有用性が確認さ   

れた。   

本研究の目的ほ、この106項目障害程度区分判定基準が、自閉症・高機能自閉症・アス  

ペルガー症候群を含む広汎性発達障害の障害程度の把墟のための介音・支援ニーズの把撞  

に適しているかどうかを検討することである。  

Ⅱ．方  法   

広汎性発達障害を中心に発達障害の支援に関与している全国の専門家93名を対象にアン  

ケート調査を行った。選訳された専門家を対象に付録に示す調査票を送付し遠遠しても  

らった。 回答者の属性として、職種（医療・保健・福祉・教育・心理）、広汎性発達障害  

に関与した経験年数を調査した。さらに、106項目について、広汎性発連障害の障害の程  

度を評価するうえで、どの程度重要だと思うかを「非常に重要である」、「重要である」、  

「どちらでもない」、「重要でない」、「まったく重要でない」の5段階に評定しても  

らった。なお広汎性発達障害の意味するところは幼児から成人までの全年齢段階とすべて   

の知的障害（発達）水準を含むものであることを明記した。  

Ⅲ．結  果  

1）回答者の属性   

アンケート調査の対象は全国の発達障害の支援に関わる専門家であり、発達障害者支援  

センター、医療機関、大学関係者など57人（回収率61％）から回答を得た。職種の内訳ほ  

医療職39人、保健職1人、福祉職3人、教育職6人、心理磯14人であった。なお複数の職  

種に回答した者があったため合計は57名より多い。経験年数については、最小6年、最大  

50年、中央値20年、平均値21．2年（標準偏差8．75年）であった。  

2）最頻値と中央値（表1）  

106項巨＝ニついての57人の専門家が、どのように評価したかを集計した。評定の最頻値  

を項目ごとに見ていくと最頻値1（全く重要でない）の項目が37項目であった。以下同様  

に2（重要でない）、3（どちらでもない）と評価された項目がゼロ、4（重要である）  
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が最頻値であったものが37項目、5（非常に重要である）が最頻値であったものが32項目  

であった。   

同様に中央値に関しても算出したが1（全く重要でない）と評価された項月が35項目、  

2（重要でない）がゼロ、3（どちらでもない）が4項目、3．5が1、4（重要である）  

が41項目、4．5が2項目、5（非常に重要である）が23項目であった。   

最頻値についても中央値についても評定が低い項Bと高い項目に、明白に2分される傾  

向があった。   

なお欠損億（未記入）が少なからずみられた。これは記入漏れと思われるのものと、意  

図を持って未記入と思われるものがあった。たとえば、1－1の「5その他」や、1－2  

の「6その他」が未記入の場合があり、何らかの改善が必要かもしれない。本報告では欠  

損億のある回答者（12名）に関しては回答のある項目はデータとして採用し、集計した。  

表1106項目の評価値と最頻値と中央値  

Ⅳ．考  察   

全体として最頻値が5（非常に重要である）と評定された項目が32項月あった。最頻値  

が4（重要である二）の37項目を合わせると59項目であった。中央値でみると中央値が4   

（重要である）以上に評定された項目は63項巨‖ニ及んだ。これらの結果からは106項目中   

の過半数が広汎性発達障害を評定するために重要な項目と専門家が判定していることが示   

唆された。この結果のみからは本障害程度区分106項目は広汎性発達障害を評価するため   

に妥当であるかのようにみえる。   

しかしながら、項目の内容を広汎性発達障害の評価の視点から子細に検討すると、本陣  

書程度区分は高機能広汎性発達障害の評価をするためには不十分な点もあるように思えた。   

そこで中央値が4以上の63項巨＝こついて広汎性発達障害特性、特に高機能例の特性を反  
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映しているかどうかを項目毎に検討した。   

広汎性発達障害の主要な特性は社会性、コミュニケーション、イマジネーションの3領  

域にみられる。また認知心理学的な視点からは「心の理論障害」、実行機能障害、中枢競  

合の障害の3つの視点から議論されることが多い。さらに広汎性発達障害によく見られる  

問題として感覚過敏、不注意、抑うつなどの精神症状がある。このような視点も踏まえて、  

63項目について、どの領域の特性を評価しているかについての再分類を試みた。具体的に  

は、自閉症の診断特性である①コミュニケーション、②社会性、③イマジネーション・こ  

だわりに加えて、④実行機能障害、①中枢統合、⑥心の理論障害、⑦感覚過敏、⑧不注意、  

⑨多動性、⑲食事・排泄などの身辺自立スキル領域、⑫自傷・他菩などの問題行動、⑫抑  

うつなどの精神症状、⑳知的能力（自分の名前が言える、季節の理解など）の13の領域に  

分類した。なお、どの分野に分類するかが二つの分野に重複して分類される場合には、で  

きるだけ自閉症特異的な分野に分類した。例えば、入浴のスキルは身辺自立スキルにも実  

行機能の領域にも分類されうるが、実行機能障害に分類した。   

その結果、多い順に、⑬身辺自立スキル（25、26、27、28、29、30、31、33、34、35、  

36、37）（括弧内の番号は106項目中の項目番号、以下同枝）、⑫問題行動（56、5臥66、  

67、68、72、73、74、75、76、77、78）がそれぞれ12項目、①英行棟能障書（38、62、82、  

99、100、101、102、103、104、105）の10項目・、①コミュニケーション（41、42、43、44、  

83、106）、⑬知的能力（45、46、47、4臥49、50）がそれぞれ6項巨、⑳精神症状（54、  

55、61、79、86）、③イマジネーション・こだわり（57、59、64、70、80）がそれぞれ5  

項目、⑨多動性（60、63、71）の3項目、⑧不注意（65、84）の2項目、⑤中枢統合  

（85）、③社会性（82）がそれ摩れ1項目と続いた。⑥心の理論億害、⑦感覚過敏を反映  

した項目は一つもなかった。広汎性発達障害の中核症状である社会性障害に分類可能なの  

は82（自室に閉じこもり横になっている）の一項巨＝こ過ぎなかった。（グラフ1）  
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B①コミュニケーション  
1②社会性  
口（診イマジネーション・こだわり  

口④実行機能練習  

t⑤中枢統合  
臼（む心の理始障害  

■⑦感覚過敏  
田⑧不注意  

■⑨多動性  
■⑩身辺自立  
白⑪問題行動  
8①抑うつなどの練神痘應  
■⑬知的能力  

領域  

グラフ1中央値4以上の63項目の領域別項目数   

このようにみていくと、本106項目は一見自閉症特性の評価に有用なようにみえるが、  

実際には身辺自立スキルや知的能力を評価している側面が強いことが伺える0自閉症スペ  

クトラムの基本障害であるコミュニケーションほ6項目あるが、その内容は基本的な意志  

伝達（41）、介護者の指示が通じる（43）などであり重度の知的障害を合併した自閉症の  

人にしか該当しない。高楼能の広汎性発達障害の特徴である皮肉やことわざ、塞の意味の  

理解やペダンテイツクで不自然な会話などの微妙だが社会生活ヤー般就労のためには必要  

なコミュニケーーションを評価する項目は一つもない。   

本調査は既に作成された「障害程度区分106項目」について、各項目がどの程度重要で  

あるかを広汎性発達障害の専門家に評価を求めるという方法をとった。その結果、各項月  

が有岡であるかどうかの評価は可能であるが、障害程度区分106項目が有用で妥当なもの  

かという点についての評価は得られない。106項目の中に広汎性発達障害の特性を反映し  

た項目は比較的多く存在したが、そのほとんどが広汎性発達障害に伴う知的障害や閉路行  

動、身辺自立スキルの評価に関係した項目であり、高検能自閉症ヤアスペルガー症候静特  

性を評価する項巨はほとんどなかった。   

第一一に広汎性発達障害の中核的な特性である社会性、コミュニケーション、イマジネー  

ションの3特性について検討すると、社会性の項目については106項日中に自閉症の社会  
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性障害を典型的に反映させた項目はなく、強いてあげれば項目82「一日中横になっていた  

り、自重に閉じこもって何もしか－でいること」が関係していると判断Lた。この項目は  

調査貞マニュアルの解説では「行動を計画したり実行したりする意欲が乏しいため、周り  

から言われないと何もしないでいることが多く、行動を促す他者からの働きがあっても動  

かない場合をいう」とされており、統合失調症の無為自閉状態を想定した項目のようであ  

るが、広汎性発達障害においてもこのような行動特性を示す場合もあるため社会性障害に   

分類した。   

第二に広汎性発達障害の中核的特性であることが議論されている心の理論障害を反映し  

ていると判断される項目は皆無であり、中枢癒合障害を反映している項目もわずか一項臼  

でその内容もそれぞれの領域の障害特性を典型的に反映しているとは言い難い項冒、すな  

わち「現実には合わず高く自己評価すること」であった。この項目は他の領域に分類する  

のが困難であったことと、全体の状況の中で自己の立場を把握する能力という観点から中  

枢競合障害を反映している判断した。一方、実行機能障害を反映した項目は比較的多かっ  

た。項目38「日常の意思決定について」、項冒62「外出すると病院、施設、家などに1人  

で戻れなくなる」などであり、これらの項目は認知症などを想定した項目かもしれない。  

実行機能障害は曖昧な概念であり自閉症に限らず、AD壬ID、認知症、統合失調症など多様  

な障害で生じることが知られている認知機能障害であり、障害程度区分に多数登場するこ  

とは当然の帰結かもしれない。   

第三に広汎性発達障害によくみられる特性である感覚過敏については、関係がある項旨  

が皆無であった。感覚過敏はしばしぼ社会適応上の間置に繋がることが多いにもかかわら  

ず一項白もないことが注目された。   

以上まとめると本106項目障害認定区分は広汎性発達障害の評価尺度としては、社会性  

ヤ微妙なコミュニケーションに関する項目が少なく、感覚過敏を反映した項月がないなど  

広汎性発達障害に使用するには限界があると考えられた。   

今後は広汎性発達障害のために作られた日本自閉症協会広汎性発達障害評定尺度  

（PARS）などを用いて広汎性発達障害特有の困難度を障害程度区分106項Eが適切に反映   

しているかどうかの検討を行うことが必要であると考えられた。  
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付録   障害者自立支援法における「障害程度区分」の  

広汎性発達障害への適用可能性に関する調査票  

（回答〆切：2005年12月28日）  

回答者氏名：  

所  属：  

職  種：医療・保健・福祉・教育 ・心理  
経験年数（門Dに関わった）：  年   

以下の106項目が広汎性発達障害者の障害の程度を評価するうえで、どの程度重量だと  

思われますか？   

重要と思う程度を5段階で評定してください。ここでの広汎性発達障害には幼児から成  

人までの仝年齢段階とすべての知的障害（発達）水準を含むものとします。   

5：非常に重要である  

4：重要である  

3：どちらでもない  

2：重要でない  

1：まったく重要でない  

評価内容   5段階評定   

田  味痺等の有無について、あてはま 
i  

る番号すべてに○印をつけてくだ  

さい。（複数回答可）  

1左上肢   5 － 4 柵 3 － 2 － 1  

2右上肢   5 － 4 － 3 － 2 － 1  

3左下肢   5 － 4 － 3 － 2 － 1   

妄4右下肢  5 － 4 － 3 － 2 － 1  

5その他   5－4－3－2－1  

同  関節の動く範囲の制限の有無につ  

いて、あてはまる番号すべてに○  

四をつけてください。（複数回答  
可）  

1眉間節   ．5－4－3－2－1  

2肘関節  4‾3‾2‾1  
…．、   ⊥＿＿、…‖▼＿二  



！…■－‾‾、＋一■－…   

8  3股関節   5 － 4 － 3 － 2 － 1   

9    4膝関節  5  
－ 4 － 3 － 2 － 1   

10  5足関節   5 － 4 － 3 － 2 － 1   

6その他   5 － 4 － 3 － 2 － 1   

12  2－1  寝返りについて、あてはまる番号  

に一つだけ○印をつけてくださ  

い。  5 － 4 － 3 － 2 －1   

1つかまらないでできる、2何か  

につかまればできる、3できない  

13  2－2  起き上がりについて、あてはまる  

番号に一つだけ○印をつけてくだ  

さい。  5 － 4 － 3 － 2 －1   
1つかまらないでできる、2何か  
につかまればできる、3できない  

14  2－3  座位保持について、あてはまる番  

号に一つだけ○印をつけてくださ  

い。  

1できる、2自分の手で支えれば  
5 － 4 － 3 － 2 －1   

できる、3支えてもらえればでき  
る、4できない  

15  2－4  両足での立位保持について、あて  
はまる番号に一つだけ○印をつけ  

てください。  5 － 4 － 3 － 2 －1   

1支えなしでできる、2何か支え  

があればできる、3できない  

16  2－5  歩行について、あてはまる番号に  

一つだけ○印をつけてください。  

1つかまらないでできる、2何か  
5 － 4 － 3 － 2 －1  

につか享ればできる、3できない  

2－6  

一つだけ○印をつけてください。  

1できる、2見守り等、3一部介  
5 － 4 － 3 － 2 －1  

t助、4全介助  

18  

2‾7  

移動について、あてはまる番号に            一つだけ○印をつけてくだ  4－3－2－1   
1できる、2見守り等、3  

l   i  助、4仝介助  
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立ち上がりについて、あてはまる  
I 

l 

‡  

き   
5＿4＿3＿2＿1  

1つかまらないでできる、2何か  

につかまれぼできる、3できない  

3－2皇    片足での立位保持につVlて、あて  

はまる番号に一つだけ○印をつけ  

てください。 ！5－4－3－2－1  
1支えなしでできる、2何か支え  

があればできる、3できない  

21  3－3    洗身について、あてはまる番号に  

一つだけ○印をつけてください。  

1できる、2一部介助、3仝介 
5－4－3－2－1  

助、4行っていない   

じょくそう（床ずれ）等の有無に  

ついて、あてはまる番号に○印を  

つけてください。   

22  4－1  い4－3－2－1  
ア  、 

23  4－1    じょくそう（床ずれ）以外で処置  

イ    が必要な皮膚疾患等があ 5－4－3－2－1  
1ない、2ある  

24  4－2    えん下について、あてはまる昔号に  

一つだけ○印をつけてください。 5－4－3－2－1  
1できる、2見守り等、3できない   

25  

に【つだけ○印をつけてください。  

1できる、2見守り等、3一部介5－4－3－2－1  

助、4仝介助   

を26   4－4．  

一 5－4－3－2－1  
「  

l  
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排尿について、あてはまる番号に  

l  ●  

，≡ ＝；む  
5－4－8－2＿1 

篭   

憂   

助、4全介助  

28  4－6  排便について、あてはまる番号に  

一つだけ○印をつけてください。  

1できる、2見守り等、3∵部介  
5 － 4 － 3 － 2 －1  

助、4仝介助  

清潔について、あてはまる番号に  

一つだけ○印をつけてください。  

29  5－1  口腔清潔（はみがき等）   

ア  1できる、2一部介助、3仝介助   
5 － 4 － 3 － 2 －1  

30  5－1  洗顔   

イ   1できる、2一部介助、3全介助   
5 － 4 － 3 － 2 － 1  

31  5－1  整髪   

ウ   1できる、2一部介助、3全介助   
5 － 4 － 3 － 2 －l  

32  5－1  つめ切り   

田  1できる、2一部介助、3仝介助  
5 － 4 － 3 － 2 －l  

衣服青柳こついて、あて碓まる番号  
に一つだけ○印をつけてください。  

33  5－2  上衣の着脱   

5 － 4 － 3 － 2 －1   ア  1できる、2見守り等、3一部介  

助、4仝介助   

34  5－2  ズボン、パンツ等の着脱   

助、4全介助   

5 － 4 － 3 － 2 －1   イ  1できる、2見守り等、3一部介  
35  5－3  薬の内服について、あてiままる番号  

に一つだけ○印をつけてください。  5 － 4 － 3 － 2 －l   

1できる、2一部介助、3全介助  

36  5－4  金銭の管理について、あてはまる  

番号に一つだけ○印をつけてくだ  5－4－3－2－1  
さい。  

1できる、2－・部介助、3全介助  
H   
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j 37   H 5－5  電話の利用について、あてはまる   
番号に一つだけ○印をつけてくだ  5－4－3－2－1  
さい。  

1できる、2一部介助、3全介助  

田  

まる番号に鵬つだけ○印をつけて  

ください。  

1できる、2特別な場合を除いて  
5 － 4 － 3 － 2 － 1  

できる、3日常的に困鞋、4でき  
ない   

田  6－1  視力について、あてはまる番号に   

一つだけ○印をつけてください。  

1普通（日常生活に支障がない）、  

5 － 4 － 3 － 2 － 1              2約1m経れた視力確認表の図が  

見える、3目の前に置いた視力確  

認表の囲が見える、4ほとんど見  

えない、5見えているのか判断不能   

40 ” u  6■2  聴力について、あてはまる番号に 一つだけ○印をつけてください。 1普通、2普通の声がやっと聞き 取れる、3かなり大きな声なら何 とか聞き取れる、4ほとんど聞え ない、5聞えているのか判断不能   
5 － 4′ － 3 － 2 － 1   

意思の伝達について、あてはまる  

番号に一つだけ○印をつけてくだ  

さい。  

41  6－：∋  1調査対象者が意思を他者に伝達   

ア  できる、2ときどき伝達できる、  
5 － 4 － 3 － 2 － 1  

3ほとんど伝達できない、4でき  
ない   

42   

6－3  意思の伝達にあたり、本人独自の  

イ  表現方法について、 

あてはまる番号   
ー   

i  

1独自の方法によらずに意思表示  
ができる、 

l   

5 － 4 － 3 － 2 － 1  
ないと意思表示できないことがあ   

～ n  

る、3常に、独自の方法でないと  

主意恩表示できない、4いかなる方   

1法でも意思表示自体ができない  
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43   6－4  介護者の指示への反和こついて、   

ア  あてはまる番号に一つだけ○印を  

つけてください。  
5 － 4 － 3 － 2 －1   

1介護者の指示が通じる、2介護  

者の指示がときどき通じる、3介  

護者の指示が通じない  

44   6－4  言葉以外の手段を用いた説明の理   

イ  解について、あてはまる番号に－  

つだけ○印をつけてください。  

1草葉以外の方睦を用いなくても  

説明を喪解できる、2時々、青葉  

5 － 4 － 3 － 2 －1          以外の方法を用いないと説明を理  

解できないことがある、3常に†  

言葉以外の方法を用いないと説明  

を理解できない、4いかなる方法  

でも説明を理解すること自体がで  

きない  

記憶・理解について、あてはまる  

番号に一つだけ○印をつけてくだ  

さい。   

6－5  毎日の日課を理解することが   
5 － 4 － 3 － 2 －1  

ア  1できる、2できない   

46   6－5  生年月日や年齢を答えることが   

イ   1できる、2できない   
5 － 4 － 3 － 2 －1  

47   6－5  面接調査の直前に何をしていたか   

ウ  思い出すことが  5 － 4 － 3 － 2 →1  

1できる、2できない   

48   6－5  自分の名前を答えることが   
5 － 4 － 3 － 2 －1  

田  1できる、2できない   

49   6－5  今の季節を理解することが   
5 － 4 － 3 － 2 －1  

オ  1できる、2できない   

50   6－5  自分がいる場所を答えることが  
…  

5－4－3－2－1  
カ  ．1できる、2できない  
星  

行動について、あてはまる番号に   

一つだけ○印をつけてください。  
．1…．．．   ．‥…＿．▲＿  

ー
．
。
．
．
■
r
－
h
－
．
．
 
，
 
－
 

－
【
－
」
欄
上
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……一丁  

64  7  いろいろなものを集めたり、無断  
要   

でもってくることが  5 － 4 － 3 － 2 －1  

1ない、2ときどきある、3ある  

7  火の始末や火元の管理ができない   

ソ  ことが  5 － 4 － 3 岬 2 一－1  

1ない、2ときどきある、3ある   

66   7  物や衣類を壊したり破いたりする   

夕  ことが  5 － 4 － 3 － 2 －1  

1ない、2ときどきある、3ある   

67   7  不顔な行為を行う（排泄物を弄   
チ  ぷ）ことが  5－ 4 － 3 － 2 － 1  
1ない、2ときどきある、3ある   

68   7  食べられないものを口に入れるこ   

ツ  とが  5 叫 4 － 3 － 2 －1  
1ない、2ときどきある、3ある   

69   7  ひどい物忘れが   

テ   1ない、2ときどきある、3ある   
5 － 4 － 3 ～ 2 －1  

1 70 7  特定の物や人に対する強いこだわ   
りが  5 － 4 － 3 － 2 －1  

1ない、2ときどきある、3ある  

7  多勤または行動わ停止が   
ナ  1ない、2希にある、3月に1回  5 － 4 － 3 － 2 －1  

以上、4週に1回以上、5ほぼ毎日   

72   7  パニックや不安定な行動が   

1ない、2希にある、3月に1匡l  5 － 4 － 3 － 2 － 1  

以上、4週に1回以上、5ほほ毎日   

73   7  自分の体を叩いたり傷つけたりす   

！  ヌ  
5 － 4 － 3 － 2 －1  

1ない、2希にある、3月に1回  

以上、4週に＝す以上、5ほほ毎日   

】   ！   

などの行為が  

1ない、2希にある、3月に1回  

以上、4週に1匝；以上、5ほほ毎日  

5 － 4 － 3 － 2 －1   
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他人に突然抱きついたり、断りも  
なく物を持ってくることが  

1ない、2希にある、3月に1回  

以上、4週に1回以上、5ほぼ毎日  

5 － 4 － 3 － 2 －1  

環境の変化により、突発的に通常  

と違う声を出すことが  

1ない、2希にある、3週に1回  

以上、4日に1回以上、5日に頻回  

5 － 4 － 3 － 2 －1  

E  突然走っていなくなるような突発  

的行動が  

1ない、2希にある、3週に1回  
5 － 4 － 3 － 2 －1  

以上、4日に1匝Ⅰ以上、5日に頻回  

異食、過食、反すう等の食草に関  
する行動が  

1ない、2希にある、3過に1回  
5 － 4 － 3 － 2 － 1  

以上、4ほほ毎日、5ほほ毎食  

気分が憂鬱で悲観的になったり、  

時には思考力も低下することが  5 － 4 － 3 － 2 → 1  

1ない、2ときどきある、3ある  

再≡の手洗いや、繰り返しの確認  

のため、日常動作に時間がかかる  
5 － 4 → 3 － 2 － 1  

ことが  

1ない、2ときどきある、3ある  

他者と交流することの不安や緊張  

のため外出できないことが  5 － 4 － 3 － 2 … 1  
1ない、2ときどきある、3ある  

一日中様になっていたり、自室に  

閉じこもって何もしないでいるこ  
5 － 4 － 3 － 2 － 1  

とが  

1ない、2ときどきある、3ある  

話がまとまらず、会話にならない  

ことが  5 － 4 － 3 － 2 －1  

‡1ない、2ときどきある、3ある  

集中が続かず、いわれたことをや  
りとおせないことが  5－4－3－2－1  
1ない、2ときどきある、3ある  
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モ  ことが  5－4－3－2－1  
1ない、2ときどきある、3ある   

豊  

86   7  他者に対して疑い深く拒否的であ   

ヤ  ることが  5 － 4 － 3 － 2 －1  

1ない、2ときどきある、3ある  

8  過去14日間に受けた医療につい  
処置  て、あては亨る番号すべてに○印  

内容  をつけてくだきい。（複数回答可）   

87  1点滴の管理   5 － 4 － 3 － 2－ 1   

88  2中心静脈栄姜   5 － 4 － 3 － 2 －1   

89  3透析   5 － 4 － 3 －－ 2 －1   

9日  4ストーマ（人工肛門）の処置   5 岬 4 － 3 － 2 － 1   

91  5酸素療法   5 － 4 － 3 － 2 －1 

92  6レスピレーター（人工呼吸器）   5 － 4 － 3 － 2 －1   

93  7気管切開の処置   5 － 4 － 3 － 2 －1   

94  8療病の看護   5 － 4 － 3 － 2 －1   

95  9経菅栄養   5 － 4 － 3 － 2 －1   

96   8  10モニター測定（血庄、心拍、酸   

特別な  5 － 4 － 3 － 2 －1  

対応   

97  11じょくそうの処置   5 － 4 － 3 － 2 －1   

98   8  12カテーテル（コンドームカテー   

5 － 4 － 3 － 2 －1   失禁へ  テル、留置カテーテル、ウロス  
の対応  t－マ等）   

99  9－1  調理（献立を含む）について、あ  

てはまる番号に叫つだけ○印をつ  

けてください。  5 － 4 － 3 － 2 －1   

1できる、2見守り、一部介助、  

3全介助  

100  2  食事の配膳・下騰（運ぶこと）に   
巨  萱ついて、あてはまる番号に一つだ  箋  

け○印をつけてください。   5 － 4 － 3 － 2 ～1  

1できる、2見守り、一部介助、   

3仝介助  
妄               n  
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1できる、2見守り、一部介助、  ミ101！   9－3    掃除（整理整頓を含む）につい てぺあてはまる番号に一つだけ○            印をつけてください。  5 － 4 － 3 － 2 －1  

102   9－4    洗濯について、あてはまる番号に  

5－4－3－2－1  
3全介助   

103  

あてはまる番号に一つだけ○印を  

つけてください。 5－4－3－2－1  
1できる、2見守り、一部介助、  

3全介助   

104   9－6    買い物について、あてはまる番号  

に一つだけ○印をつけてくださ  

い。  5－4－3－2欄1  
1できる、2見守り、一部介助、  

3全介助   

105   9－7    交通手段の利用について、あては  

まる番号に一つだけ○印をつけて  

ください。  5－4－3－2－1  
1できる、2見守り、一部介助、  

3仝介助  

106  文字の視覚的活用について、あて  

こ‾つだけ○印をつけ 5－4－3－2－1  
1できる、2一部介助、3全介助   

ご協力ありがとうございました。  
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